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第3章 地域 と情報化

経済の ソフ ト化 ・サー ビス化,情 報 化,国 際化の進展 に伴 い,我 が国

の中枢管理機 能,情 報 中枢機能は,ま す ます東京へ の集中を み せ て い

る。

一方 ,地 域社会 においては,急 激な産業構造変化の影響 を受け,地 域

経済の停滞,縮 小,さ らには地域空洞 化 も懸念 されてお り,依 然 として

中央 との間で経済 力,情 報 力等においての格差が顕著 である。

情報格差 を縮小 し,さ らに,情 報発信能 力を高め ることに よ り経済活

動 を活発化 し,地 域社会の活性化を図るためには,社 会経済基盤 として

の通信 ネ ッ トワークの充実 とその地域 の独 自性 の確立が従来 に も増 して

重要 とな って きている。

本章 では,地 域 におけ る情報化の実態 を定量的に把握 し,地 域間格差

を明確に した上 で,テ レ トピア指定地域等 の地方におけ る情報化 の現状

につ いて概観 し,均 衡 ある地域 の情報化 につ いての展 望を行 う。

第1節 地域における情報化

郵政省では,情 報流通 センサスの一環 として,50年 度か ら60年 度 まで

の都道府県別 の情報流通量の調査を行 い,供 給情報量,消 費情報量 を定

量的に把握 した。 同調査では,郵 便,電 話,テ レビジ ョン放送,デ ータ

通信等20の メデ ィア(第3-1-1表 参照)を 対象 としている。

ここでは,こ の調査結果を基に都道府県別 の情報 化の現状につ いて分
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第3-1-1表 地域別情報流通セ ンサス調査対象 メデ ィア

メ デ ィ ア
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通

信

系
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送

系

通

信

系

放

送

系

郵 便

印 刷

記 録

メ デ ィ ア
60年 度の総供

給 情報 量に占
め る割合

璽
塑
璽
璽
璽
璽
畑

電話
一 一「一一 「.　 .r一

移動電話
一 一 一「『 「

電報

公衆 データ通信

フ ァ ク シ ミ リ

符号伝送

専用デ ータ通信

一2%・7
.0×10

3.lx10-5

1.2×10■6

1.8×10-3

2.4×10-3

5.4×10冒6

9.9XlO-z

⑧ 有線 ラジオ放送 1.5XIO。

⑨ 有 線 テ レビジ ョン放 送8,2×Iol

⑩ ラジオ放 送 1.5XIO2

⑪ テ レピジ ョソ放 送 7.6×102

☆⑫ はがき 2.0×10-3

☆⑬ 手紙 7.5×10一 δ

☆⑭ 電子郵便 8.9×10,'

⑮ 新聞 4.2×loo

⑯ 書籍 2.0×10■1

⑰ 雑誌 1.5×100

⑬ ビ デオ ・ソ フ ト 3.3XIO『4

⑲ コ ン ビ_一 タ ・ソ フ ト6.7×1r5

空間系陪 劃 ⑳ 映画 2.4×10魑3

(注)☆ は,パ ー ソナ ル ・メデ ィアで あ る。
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析す る。

1地 域における情報化の現況

最近の供給情報量 につ いての特徴は,地 方におけ るテ レビジ ョン開局

の影響に よ り,総 供給情報量 では東京の シェアが低下 し,情 報 の地域 間

格差が縮小 してい る反面,企 業活動において主に使用 されている専用 デ

ータ通信 ,フ ァクシ ミリ等 の メデ ィアにおいて大都市集中 と地域 間格差

が拡大す る とい う厳行性がみ られ ることであ る。

(1)供 給惰報量

ア 総供給情報量

(総供給情報量 の推移)

昭和60年 度の地域 別総供給情報量は第3-1-2図 の とお りであ る。

60年 度 の地域別総 供給情報量 の上位3地 域 は,東 京,大 阪及び神奈川

であった。上位3地 域の総 供給情報量に 占め る 割合 は,東 京が13.7%

(50年 度は16.2%),大 阪が8.8%(同8.7%),神 奈川が8.2%(同8.0

%)で3地 域 合わせ て30.7%で あ った。東京では,シ ェアが50年 度 よ り

2.5ポ イン ト低下 している(第3-1-3図 参照)。

一方 ,60年 度の地域別総供給情報量 の少ない地域は,概 して供給情報

量の多 い大都市地域 か ら距離的に も離れ ている,経 済基盤 も弱い佐賀,

徳島,鳥 取,沖 縄,高 知,福 井等 であった。 これ らの地域の総供給情報

量 に占め る割合 は,佐 賀が0.3%(50年 度は0.3%),徳 島が0.4%(同

0.4%),鳥 取 が0.4%(同0.5%),沖 縄 が0.4%(同0.5%),高 知が

0.4%(同0.5%),福 井が0.4%(同0.5%)で あった。

地域 別供給情報量の地域 間格差をみ る た め,変 動係数(注8)の 推移 を

みると,50年 度 の1.35か ら60年 度には1.25と 小 さ くなってお り,地 域 間

格差が縮 小 していることが分 かる。
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第3-1-2図 地域別総供 給情報量

1015

ワ

1

ド

50

4

30

52

■ 口

5

～

0-

5-

0-

5--

0

5

0

僧

一

一

一5060

年 年

度 度匿

一

囹

一

一

一

一

1

-

一

一

.

.一

1一

巳」 日日

一 虚 幽 一 ・

開

一

一

一

巳日日日

一 一 一 一

一

ll日 日

一

1晶

60年

全国

一

、日1日曲

全国平均

北青岩宮秋山幅茨栃群埼千束神新富石福山長岐静愛三滋京大兵奈和鳥島岡広山徳香愛高福佐長熊大宮鹿沖

海 奈 歌 児

道森手城田形島城木馬玉葉京 川潟山川井製野阜岡知重賀都阪庫良山取根山島口島川媛知岡賀崎本分崎島縄

これは,総 供給情 報量 の約8割 を占め るテ レビジ ョン放送 の影響が大

きい。

例えぽ,総 供給情報量の伸び率(60年 度/50年 度)の 全国平均は85.1

%で あ るが,テ レビジ ョン放送 が3チ ャンネル増 加 した香川 及び岡山,

同 じく2チ ャンネル増 加 した静 岡が,香 川(177.1%),岡 山(173.3弩),
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地域別総供給情報量 シェアの推移
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静岡(161.1%)と 高い伸 び率を示 してい るのはその典型例である。

総供給情報量の伸 び率(60年 度/50年 度)の 下位3地 域 は,鹿 児島,

青森及 び鳥取 であ った。 この3地 域 とも59年 度 の一人当た り県民所得が

低 く経済基盤の弱い地域 である。

(一人 当た り総供 給情報量 の推移)

60年 度 の地域別一人当た り総供給情報量は,第3-1-4図 の とお り

であ る。

60年 度 の地域別一人当た り総供給情報量の上位3地 域は,東 京,神 奈

川及び京都 である。 ここで京都が入 っているのは,近 畿広域圏チ ャンネ

ルプランの範 囲に含 まれてい るためである。東京は全国の情報の集中地

点であ り神奈 川はそ の隣接地域であ るた め,一 人当た り総供給情報量 も

多 くな ってい る。
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第3-1-4図 地域別一人 当た り総供給情報量(60年 度)
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一 方 ,60年 度 の地域 別一人 当た り総 供給情報量 の 少 な い 地域 は,沖

縄,佐 賀,鹿 児 島,宮 崎等 であ り,こ れ らの県は総供給情報量 でみて も

少なか った地域 であ る。

地域 別一人 当た り総供給情報量 の変動 係数 は,50年 度 及び60年 度 とも

0.33で あ り変 化はない。 また,地 域 別総供給情報量 の変 動係数 と比較す

ると一人 当た りの変動 係数は約4分 の1と 低 くな ってい る。

イ メデ ィァグル ープ別供給情報量

調査 対象 メデ ィアを,放 送系,通 信系(電 気通信系 か ら放送 系を除 い

た もの)及 び輸送 ・空 間系に分 けて供給情報量 を分析す る。

60年 度 の メデ ィァ グループ別供給情報量 は第3-1-5図 の とお りで

あ る。

(放送系供給情 報量の推移)
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〔1)地 域別放送系供給情報量
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(2)地 域別通信系供給情報量
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地域別輸送・空間系供給情報量
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60年 度 の地域別放送系供給情報量 の上位3地 域 は,東 京,大 阪及び神

奈川 であ り,下 位3地 域 は佐賀,徳 島及 び鳥取 であ った。 また,放 送系

供給情報量 の変動係数の推移をみ ると,50年 度 の1.35か ら60年 度の1・25

へ と着実に低下 している。

(通信系供給 情報量 の推移)

60年 度の地域別通信系供給情報量 の上位3地 域は,東 京,大 阪及 び神

奈川であ った。60年 度 の通信系供給情報量に 占める割合 は,東 京が30・5

%(50年 度 は23.0%),大 阪が14.1%(同11.8%),神 奈 川が4.7%(同

5・7%)で あった。東京及 び大阪 の2地 域だけで,44.6%で あ り,総 供

給情報量 の場合 と比較す る と東京は2.2倍,大 阪は1.6倍 と相当高い シ

ェアである。 のみな らず,東 京の シェアは この10年 間で7.5ポ イン ト上

昇 してい る。

一方 ,通 信系供給情報 量の少ない地域 には佐賀,島 根,徳 島,高 知等

があ り,全 国平均 の15%に も満 たない供給情報量 であ った。60年 度の地

域別 一人 当た り通信 系供給情報量 でみ て も,全 国平均 の供給情報 量の5

割に満たない地域 が15地 域 もあ り,通 信系 においては地域 間格差 がかな

り大 き くな ってい る。 また,変 動係数をみて も,50年 度の1.73か ら60年

度 は2.24へ と大 きくなってお り,通 信系供給情報量 に関 しては明 らかに

集 中化が進 み,地 域 間格差が広が っている ことが分 か る。

(輸送 ・空間系供給情報量の推移)

60年 度 の地域別輸送 ・空 間系供給情報量 の上位3地 域 は,こ れ も東

京,大 阪及 び神奈川 であ る。60年 度の輸送 ・空間系 の総供給情報量に上

位3地 域が 占め る割合は,東 京が16.4%(50年 度は17.7%),大 阪が8.9

%(同10.0%),神 奈川が6.3%(同6.0%)で あ り,東 京及び大阪はそ

れぞれ シェアが低下 して いる。変動係数でみて も,50年 度 の1.39か ら60

年度 の1・29へ と小 さ くな ってお り地域 間格差 が縮小 してい る。60年 度 の
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一人当た り輸送 ・空 間系供給情報量が全国平均を上回 っている地域は東

京,大 阪,京 都及び神奈川 だけであ るが,供 給情報量の少ない地域で も

全国平均の7割 を超 えてお り,輸 送 ・空間系 の地域 間格差 は小 さい。 こ

れは,輸 送 ・空間系供給情報量 の シェアの約7割 を 占め る新 聞が全地域

に普及 してい ることに よる。

今 までみて きた よ うに,放 送系及び輸送 ・空間系の供給情報量 の地域

間格差 は縮小 してい るが,逆 に,通 信系供給情報量の地域 間格差 は広が

っている。 このことは,放 送系及 び輸送 ・空 間系に よる全国的 ・一般的

な情報供給 の格差は縮 小 しているが,電 話,デ ータ通信等 を通 じて供給

され る個別情報の情報供給 格差は広が っていることを表 している もので

あ る。

ウ パー ソナル ・メデ ィア供給情報量

60年 度 の地域別パ ーソナル ・メデ ィア供給情報量の上位3地 域は,東

京,大 阪及 び神奈川 とな っている。パ ーソナル ・メデ ィアの総供給情報

量に占める割合は,東 京が30.5%(50年 度は24.1%),大 阪が13.9%(同

11.8%),神 奈川が4.7%(同5.4%)で あ った。東 京及び大阪 の2地 域

で44.4%と な ってお り,シ ェアが8.5ポ イ ン ト上昇 した。

60年 度 の地域別一人 当た りパー ソナル ・メデ ィア 供給情報量 を み て

も,全 国平均 の供給 情報量 の5割 に満たない地域が14地 域 あ り,地 域間

格差は大 きい といえ よ う。 また,変 動係数でみて も,50年 度の1.79か ら

60年 度 の2.23へ と大 き くな ってお り,地 域 間格差が広が ってい る。

工 地域間格差の著 しい メデ ィア

パー ソナル ・メデ ィアには地域間格差の著 しい メデ ィアが多い。そ の

うち特に格差 の大 きい専用 データ通信,フ ァクシ ミリ,郵 便(は が き及

び手紙)に つ いて分析す る(第3-1-6図 参照)。

(専用デ ータ通信供給情報量)
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第3-1-6図 地域間格 差の著 しい メデ ィア

(1)地 域別専用 データ通信供給情報量
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2)地 域別 ファクシ ミリ供給 情報量
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(3)地 域別郵便供給情報量

1,1

1

ロ

60

年
度

闘

50
年
度

0.9

1012

ワ

}

ド

0.4

G,3

0.2

0.1

4

3

り盈

1

0

幽
一

一

冒

一

.

鴫

一

幽

盈

.

一

「

一

一

一

朋i嗣目iii 層日i..1回

幽_一 一 一

ii、 、.』
北青岩宮秋山福茨栃群埼千 束神新富石福山長岐静愛三滋京大兵奈和鳥島岡広山徳香愛高福佐長熊大宮鹿沖

1.ii.

、60年

全国

。■i回.日口

全国平均

海 奈 歌 児

道森手城田形腸城木馬玉葉 京川潟山[II井柴野阜岡知重買都阪庫良山取恨山島口島川媛知岡賀崎本分崎島縄



第1節 地域 におけ る情報化 一243一

三 つ の メ デ ィア の う ち,専 用 デ ー タ通 信 の 格 差 が 最 も大 き くな っ て い

る 。 例 え ぽ,専 用 デ ー タ 通 信 の 供 給 情 報 量 の 多 い 地 域 の シ ェ ア を み る

と,60年 度 は 東 京 が37,3%(50年 度 は40.2%),大 阪 が15.9%(同15.3

%)で あ った 。 これ に 対 し,経 済 基 盤 が 弱 く専 用 デ ー タ 通 信 を 利 用 す る

よ うな 事 業 所 の 少 な い 佐 賀,島 根,徳 島 及 び 高 知 の シ ェ ア は,佐 賀 が

0.1%(50年 度 は0.0%),島 根 が0.1%(同0.0%),徳 島 が0.1%(同

0.1%),高 知 が0.1%(同0.1%)で あ っ た 。 専 用 デ ー タ 通 信 は 特 に 東

京 集 中 が 著 し い メ デ ィ ア で あ る 。

(フ ァ ク シ ミ リ供 給 情 報 量)

フ ァ ク シ ミ リ供 給 情 報 量 の 多 い 地 域 の シ ェ ア を み る と,60年 度 の シ ェ

ア は,東 京 が19.2%(50年 度 は22.2%),大 阪 は12.2%(同12.3%)で

あ った 。 こ れ に 対 し,フ ァ ク シ ミ リ供 給 情 報 量 の 少 な い 地 域 で あ る,沖

縄 は0.2%(50年 度 は0.2%),佐 賀 は0.3%(同0.3%),徳 島 は0.3%

(同0.3%),鳥 取 は0,3%(同0.2%),高 知 は0.3%(同0.3%)で あ っ

た 。

(郵 便 供 給 情 報 量)

郵 便 供 給 情 報 量 の 多 い 地 域 の シ ェ ア を み る と,60年 度 の シ ェ ア は,東

京 が31.0%(50年 度 は30,4%),大 阪 は10.7%(同11.3%)で あ っ た 。

こ れ に 対 し,郵 便 供 給 情 報 量 の 少 な い 地 域 で あ る,鳥 取 は0.3%(50年

度 は0.4%),佐 賀 は0.4%(同0.4%),徳 島 は0.4%(同0.4%),沖 縄

は0.4%(同0.3%),島 根 は0.4%(同0.5%),高 知 は0.4%(同0.5

%),福 井 は0.4%(同0.5%)で あ っ た 。 郵 便 は 専 用 デ ー タ通 信 に 次 い

で 地 域 間 格 差 が 大 き い 。

(地 域 間 格 差 の 是 正 と 地 域 経 済)

専 用 デ ー タ 通 信 及 び フ ァ ク シ ミ リを 利 用 して い る の は ほ と ん ど 事 業 所

で あ り,郵 便 に つ い て も差 出 し の8割 以 上 を 事 業 所 が 占 め て い る。
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この ように,事 業所に よる経 済活動 において利用 され る代表的 な3メ

デ ィアの東京集中が著 しい。経 済活動 と最 も密接 に結 び付 いてい る,こ

れ らの メデ ィアが東京に集中 してい ることは,情 報 の東京集 中,あ るい

は情報 の地域間格差 と経済的格 差の関係を,最 も端 的に示 す も の で あ

る。見方 を変 えれば,総 供給情 報量 のみを見 てい るだけでは表面 化 しな

い問題 を提起す る もので ある。

供給情報量 の伸 びでみ て も,専 用 デ ータ通信や ファ クシ ミリは急速な

伸びを示 している。 この両 メデ ィアは,情 報の大量伝達,情 報の処理,

図面 の送付等 に よ り企業 の経営管理,販 売管理,生 産 管理 を容易にす る

ことで,企 業 の経理,営 業,生 産活動等に大 き く貢献 し,本 社～支社 ・

工場,企 業 一企業 とい う距離 と組織を超 えた経済活動を容易にす るもの

であ る。

この ことは,こ れ らメデ ィアが全国的に整備 され ることに より,企 業

や工場 の地方進 出に資 し,地 域経済 の活性化 に寄与す る ことが可能であ

るとい うことを示 す ものである。

郵 便については,そ の利用 の約半数 が金銭関係 あるいは ダイ レク トメ

ールであ るよ うに,い わ ぽ取 引の決済,営 業 の推進 に使われ るメデ ィア

であ る。 この ことを考 えれ ぽ,郵 便 に関 してみて も情報量 と地域 の経済

力 との関連 性は高い といえ よ う。

(2)消 費情報量

ア 総消費情報量

60年 度の地域別総消費情報量は第3-1-7図 の とお りであ る。

60年 度の地域別総消費情報量の上位3地 域 は,東 京,大 阪及び神奈川

である。 上位3地 域 の総 消費情報量 に占める割合 は,東 京が9.7%(50

年度は9.8%),大 阪が6.9%(同7.2%),神 奈川 が6・0%(同5.5%)と

な ってお り,シ ェアの変動 はほ とん どない。上位3地 域への集中度は,
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総供給情報量におけ るそれ よ りも低 くなっている。

一方
,60年 度 の地域 別総 消費情報量 の下位3地 域は,鳥 取,島 根及 び

沖縄 であ った。下位3地 域 の総 消費情報量 に占め る割合 は,鳥 取 が0.5

%(50年 度 は0.6%),島 根が0.6%(同0.6%),沖 縄 が0.7%(同0.7

%)で あ った。

変動係数 も,50年 度 の0.89か ら60年 度 の0.90と ほ とん ど変 化はない。

60年 度 の地域 別一人 当た り総 消費情報量 でみ て も,全 国平均 を100と

した場合,最 高 の徳 島の121か ら最低 の沖縄 の69ま での間に全地域が入

ってお り,一 人 当た り総消費情報量に関 しては地域間格差は小 さい とい

え る。

地域別一人当た り総消費情報量 の変動係数 の推移 は,50年 度 及び60年

度 とも0.10で あ り,変 動係 数 自体 も極 めて小 さ く,地 域 間格 差はあま り

ない ことが分 か る。

イ メデ ィア グループ別 消費情報量

調査対象 メデ ィアを,放 送系,通 信系及び輸送 ・空間系に分けて消費

情報量 を分析す る。

60年 度の放送 系消費情 報量 の上位3地 域 は,総 消費情 報量 の場合 と同

じで,東 京,大 阪及 び神奈 川であ った。下位3地 域 は鳥取,島 根及 び沖

縄 であった。放送系 の消費情報量 の変動係数は,50年 度 の0,88か ら60年

度 の0.89と ほ とん ど変化は ない。

60年 度の地域 別一人当た り放 送系消費情報 量は,テ レビジ ョン受信機

等 の保有 率が高 く,放 送 局 も各地に開局 して きた ことな どに よ り,ほ と

ん どの地域 が全 国平均 の8割 以上 あ り,地 域 間格差 は小 さい といえ る。

通信系につ いては,定 義上,供 給情報量=消 費情報量 であるので供給

情報量 の分析 と同 じ結果に なる。

60年 度 の輸送 ・空間系消費情報量の上位3地 域 は東京,大 阪及び神奈
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第3-1-8図 地域別情報通信関係支出
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「家 計 調査 年 報 」(総 務 庁)に よ り作 成

(注)数 値 は都 道 府 県 庁 所 在都 市 の も ので あ る。 な お,50年 及 び60年 の 福 岡 県 は福 岡

市 と北 九 州市 の 平 均 で あ り,60年 の神 奈 川 県 は横 浜市 と 川崎 市 の 平 均 で あ る。

川であ り,下 位3地 域は鳥取,福 井及 び島根であ った。

一人当た り輸送 ・空間系消費情報量をみ ると,放 送系 と同 じよ うに最

低の地域で も全国平均の70%あ り,地 域間格差は小 さい。

これ は,放 送系,輸 送 ・空間系 メデ ィアの代表 であ るマス ・メデ ィア

のテ レビジ ョン放送,新 聞が主 に家庭 を対象に情報 を提供す る ものであ

り,家 庭におけ る情報化が全国的にほぼ 同水準であ ることを反映 してい

る(第3-1-8図 参照)。

2惰 報化の地域間格差

前項 で行 った都道府県別の情報流通量の分析 とは別に,こ こでは,地
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域別情報 流通 セ ンサ スの現状分析を受けて,東 京,大 阪及び名古屋 の三

大都市 圏 とそ の他 との対比 で,供 給情報量の格差について記述す る。

また,情 報化 の地域 間格差をみ る上では,情 報量 のほかに情報の内容

の観点 か ら分析す る必要が あるため,マ ス ・メデ ィアの情 報内容につい

て調べ る。

(1)供 給情報量の格差

(総供給情報量 の推移)

60年 度 の三大都市圏におけ る総供給情報量 の全国に 占め るシェアは,

合計 で57.0%で あ り,こ れは50年 度の57.4%か ら0.4ポ イ ン トの低下で

あ る(第3-1-9図 参照)。 吻

第3-1-9図 三大都市圏別総供給情報量の推移
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これを,三 大都市 圏別 にみ ると,60年 度 におけ る東京圏の総供給情報

量は,33.0%で あ り,全 国の3分 の1を 占めている。対50年 度比 でみ る

と,東 京圏の総供給 情報量 の伸 びは1.82倍 であるが,こ れ は,全 国平均

(1・87倍)を やや下 回 ってお り,シ ェアでみ ても,50年 度 の33.5%か ら

0・5ポ イ ン ト低下 している。 また,大 阪圏,名 古屋圏の シェアは,横 ぽ

い とな ってい る。

以上の よ うに,三 大都市 圏の シェアは,い ずれ も相対的に横ぽ いで推

移 してい る。前項の都道府県別にみた場 合は,東 京の シェアが下が り,

東京 と地方 との格差は縮小 の傾 向にあ るとされ ていた。 しか しなが ら,

これは,東 京 とい う巨大都市が外延化 し,千 葉,埼 玉等の東京圏 に一部

が シフ トした ことを示 してお り,大 勢 としては,著 しい変動 はない こと

が分か る。

(放送系供給情報量 の推移)

60年 度の三大都市 圏におけ る放送系供給情報量 のシ ェアは,57.0%で

あ り,総 供給情報量 の シェアと等 しく,ま た,各 大都市圏の シェア も同

じであ った。

これは,総 供給情報量 の中に占め る放送系供給情報量の比率が極 めて

高 いので,両 者 は,同 様 の傾向 とな って現れ るためであ る。

(通信系供給情報量 の推移)

通信系 メデ ィアは,電 話,デ ータ通信,フ ァクシ ミリ等 の企業通信に

おいて大量 に使用 され る メデ ィアを含む ため,地 域経済の動向を的確に

把握 し得 る指標 である。

60年 度の三 大都市 圏におけ る通 信系供給情報量の シ ェアは,65.1%と

全国の7割 近 くを占めている。50年 度 との対比でみる と,59.2%か ら

5.gポ イ ン トと大幅な上 昇 とな ってい る(第3-1-10図 参照)。

これを三大都市圏別 にみ ると,東 京圏は41.0%と,総 供給情報量(33.0
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第3-1-10図 三大都市圏別通信系供給情報量 の推移
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%)が 全国に占める比率に比べて も8ポ イ ン ト以上 高 くな ってお り,圧

倒 的な シェアを占め ている。 これを個別 メデ ィアごとにみ る と,専 用 デ

ータ通 信は46 .5%,公 衆 データ通信は41.6%,フ ァクシ ミリは32.2%を

占めてい る。 これ は,東 京にお いて活発 な企業 ・経 済活動が展 開され て

い ることを表 わ している。

また,50年 度 との対比でみ ると,東 京圏は5.4ポ イ ン トの上昇,大 阪

圏 も17.2%か ら1.6ポ イ ン トの 上 昇であ った。名古屋 圏は6.5%か ら

1.1ポ イ ン ト低下 であ り,総 供給情報量(7.4%)に 比べ て も2.0ポ イ ン

ト低 く,通 信 の面か らみた経済活動におけ る名古屋圏 の相対的 な地盤沈

下が うかがわれ る。

(輸送 ・空 間系供給情報量 の推移)

60年 度 の三大都市 圏に お け る 輸送 ・空間系供給情報量 の シェァは,
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三大都市圏別輸送 ・空間系供給情報量の推移
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52.6%と 全国の半分 以上を 占めてい る。50年 度 との対比でみ ると,54.8

%か ら2.2ポ イ ン ト低下 してい る(第3-1-11図 参照)。

これを各都市圏別にみ ると,東 京圏が全国 の3分 の1近 い30.9%を 占

めてお り,大 阪圏 の15.4%の 約2倍 にな っている。 また,名 古屋 圏は,

6.4%で あ った。

50年 度 との対比でみ ると,東 京圏,名 古屋 圏はほ とん ど動 きがないが

大阪圏が17.0%か ら1.6ポ イン ト低下 している。

(東京圏に集中す る企業通信)

現在 の我が国におけ る情報化を リー ドしてい る企業通信におけ る情報

の供給 は,通 信系供給情報量 の4割 以上が東 京圏に よって供給 されてい

る ことか らして も,圧 倒 的に東京圏に集中 しているこ とが分か る。
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(2)地 域におけ る情報の独 自性

今 日,情 報 の東京集中が言われ てい るが,こ れは情 報量の集中 のほか

に,流 通す る情報 の内容において も,東 京発信の情報が圧倒的に多 く,

地方か らの発信が極め て少 ない とい う点 を含めて言われ る ものである。

と りわけ,国 民が接触す る機会が最 も多 く,か つ世 論形成 に大 きな影響

を及ぼす マス ・メデ ィァについて,こ の傾向が 顕著 で あ る。 したが っ

て,地 域 の情報化の進展を正確に把握 す るためには,前 項 で取 り上 げた

情報量 の分析 とは別に,情 報の内容面 について分析す る必要が あ る。

ここでは,供 給情報量 の大半 を占め るマス ・メデ ィアの うち,テ レビ

ジ ョン放送,新 聞等 におけ る地域 独 自の情報比率につい てみ る。

ア 東 京に依存す る地域 のテ レビジ ョン放送

総供給情報量 の約8割 を占め るテ レビジ ョン放送 は,地 域におけ る民

間放送事業 の開局等 に よ り,地 域 の情報 化に多大に寄 与 して いる。 この

テ レビジ ョン放送につ いて,東 京,大 阪,愛 知 及び佐賀(地 域別情報流

通 セ ンサ スに おいて,テ レビジ ョン放送 の供給 情報量が最 も少 ない県)

の4都 府県におけ る総放送時間に 占める 自局制作番組 等の比率をみ る。

(NHK総 合放送)

61年 度におけ るNHK総 合放送 の 自局編成比 率(こ こでは,全 国各地

の放 送局が 自局で編成す る番組放送時 間及び地域 独 自の番組放送時 間の

合計が総放 送時 間に 占め る比率を い う。)は,全 局平 均で は13.7%で あ

る。 これ を各放送 局別にみ ると,東 京は全国放送を行 ってい るNHKの

番組 制作 の中心であ る とい う性格か ら,80.8%と 高 い 比率 と な ってい

る。 大阪は21・8%と 東京に次 ぐ比率 では あるが,反 面,東 京編成比 率が

69.1%を 占めてい る。 また,愛 知は15・3%,佐 賀は11・7%と なっている

(第3-1-12図 参照)。

次に,自 局編 成比率の推移をみ ると・年度 に よ り増減はあ るもの の,
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61年 度 は対50年 度 比でみる と,全 局平均で3.1ポ イ ン ト,大 阪(4.2ポ

イ ン ト),愛 知(3.9ポ イン ト),佐 賀(3.2ポ イ ン ト)と も着実 に 上昇

している。

以上 のよ うに,NHKの 総合放送につ いては,各 地 の局 と も総放送時

間の7割 近 くは,東 京で編成 された番組を放送 しているが,自 局編成 の

番組比 率は,着 実に高 まっている ことが分か る。

(民間放送)

民 間放送についてみ ると,総 放送番組に占め る 自社制作番組 の 比率

は,全 社平均 で17.7%と な っている。 この うち,在 京5社 の平均では,

61,0%と 在京 キー局 の自社制作番組 の比率の高 さが顕著 である(第3一
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1-13表 参照)。

また,61年 の 自社制作比率(こ こでは,そ れぞれ の府県に おけ る民 間

第3-1-13表 民間放送の自社制作番組の比率

比 率1社 数

50%以 上

40%以 上50%未 満

3096以 上40%未 満

20%以 上30%未 満

10%以 上20%未 満

lo%未 満

全社平均

在京5社 を除 く平均

在京5社 平均

8社

3社

4社

4社

41社

42社

17.7%

15.5%

61.O%

第3-1-14図 民間放送の自社制作番組放送時間比率の推移
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放送 局全社の総放送時間に占める 自社制作番組 の放送時間 の 比 率 を い

う。)を み ると,在 京5社 を除 く全国平均では,21,9%で あ る。在京5

社では,そ の レギ ュラー番組 に限 ってみ ると,自 社制作比率が90%以 上

と極 めて高い水準に なってい る。

大阪の民間放送5社 平均 の自社制作比率は40.4%,愛 知 の5社 では,

25・4%,ま た,佐 賀 では,8.9%に とどまってい る(第3-1-14図 参

照)。

これ を50年 か らの推移でみ ると,民 間放送 の全局平均(東 京を除 く。)

では,19・2%か ら2.7ポ イ ン ト上昇 している。 また,各 地域における自

社制作比率は,大 阪 では40%前 後,愛 知 では25%前 後 で推移 してお り,

と もにほ とん ど動 きはない。佐賀は,50年 では18.6%で あ ったが,57年

以降は10%以 下 の低 い比率で推移 してお り,東 京への依存が ます ます高

まってい ることが分か る。

この よ うに,民 間放送 の自社制作 比率は,東 京に次いで高 い大阪で さ

え東京制作 の番組比率が約6割 を占めてお り,佐 賀 においては9割 以上

となってい ることか ら,放 送番組の東京 に対す る依存 は,民 間放送にお

いて強い ことが分か る。

イ 全国紙 に比 し地域に密着 している地方紙

東京,大 阪及び鳥取(地 域別情報流通セ ンサ スにおいて,新 聞の供給

情報量 の最 も少ない県)に おけ る全国紙のそれぞれ1紙 と鳥取 におけ る

地方紙 の1紙 について,紙 面(広 告部分,テ レビ・ラジオ欄を除 く。)に

占める東京発 信の記事 と地方発信 の記事 の比率 を調べ る。

全国紙についてみ ると,東 京版 では東京発信 の記事比率が85.5%で あ

るのに対 して,大 阪版 は61.1%,鳥 取版は60.8%と ほ とん ど同様 な比率

である。次に,自 府県発信 の記事比率をみ ると,大 阪版は22.2%,鳥 取

版 は6.8%と,大 阪はかな り高 い比率であ る。全 国紙 の鳥取版 は,そ の
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第3-1-15図 新聞紙面における発信地別記事比率
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他の府県か らの情報比率が32.3%と 高 い ことが分か る。

一方 ,鳥 取の地方紙の紙面では,東 京発信 の記事比率 が26,2%で ある

のに対 して 自県発信の記事比率が61.1%を 占め,全 国紙 の鳥取版 に 比

べ,地 域 独 自の情報比率が非常に高 くなってい る(3-1-15図 参 照)。

この よ うに,新 聞紙面において は,全 国紙 の府県版 では,6割 以上 の

情報を東京か ら得てお り,テ レビジ ョン放送 と同様 に東 京に対す る記事

の依存が高 い一方,地 方紙 にお いては,地 域独 自の情 報であ る自県発信

の比率が6割 以上 と高 く,地 域 に密着 した メデ ィアであ るこ と が 分 か

る。

ウ 東 京に偏在す る発 行所

書 籍 ・雑誌等の発行所を所在す る都道府県別 にみ る と,61年 度 におい

ては,全 国の8割 に 当た る3,430社 が東京に集 中 している(第3-1-

16図 参照)。

これは,大 阪 の210社,愛 知の54社 と比較 して圧倒的多数 であ り,出

版に よる情報 の多 くが東京か ら発信 されてい るこ とが明 らか であ る。
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都道府県別発行所数

東 京(3,430)
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「出版年鑑」(㈱ 出版 ニュース社)に よ り作成

工 東京に集中す るマス ・メデ ィア情報

以上 のよ うに,テ レビジ ョン放送,新 聞等 の我が国のマス ・メデ ィア

において供給 され ている情報 の内容の多 くは,東 京か ら発信 さ れ て い

る。 マス ・メデ ィアが文化や世論の形成 に大 きな影響を与 える とい う重

要性にかんがみ るとき,情 報量の東京への圧倒的集中 と合 わせ て,数 字

に表れ る以上に全国に与 える車京の影 響が大 きい といえ る。 また,東 京

に次 ぐ大都市圏であ る大阪 において さえ,そ の情報 の大半 を東京 に依存

してい る。 これは,か つ て我が国の有 力な情報 の発信地であった大阪圏

でさえ地盤沈下を きた し,一 地方圏 としての役割に とどまってい ること

を端的に表 してい る。
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3情 報化の進展と地域性

地域 の現状をみ るため,こ こでは情 報化 との関係が強い県 民所得等の

各指標 の推移等について分析 し,さ らに,そ れ らの指標 と情 報化の関連

性につ いて分析す る。

(1)地 域 の現状

ア 県民所得

地域 の経済状態を示す代表的 な指標に県民所得が あ る。

59年 度 の地域別県民所得は,第3-1-17図 の とお りであ る。

我が国 の国民所得は,50年 度 は125兆9千 億円,59年 度 は247兆4千

億円 と9年 間 で1。96倍 とな ってい る。

県 民所得 の上位3地 域 は,東 京,大 阪及び神奈川 であ り大都市圏に集

中 してい る。59年 度 の我 が国の国民所得 に占め る割合は,東 京が14.4%

第3-1-17図 地域別県民所得(59年 度)
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「県 民 経 済 計 算 年 報 」(経 済 企 画 庁)に よ り作 成
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(50年 度 は14・8%),大 阪が8.2%(同8.5%),神 奈川が6.5%(同6.3

%)と 東京及び大阪 の シェアが低下 している。下位3地 域 は鳥取,高 知

及び島根 とい う過疎地域であ る。

次に,一 人 当た り県民所 得に よって地域別所得格差をみ ると,30年 代

後半 か ら50年 代初頭 までの経済成長 の過程 において,ほ ぼ一貫 してその

格差 は縮小 していた。その背景 と しては,① 地方圏の社会資本 の整備,

政府 の工場 分散政策の推進等か ら,大 都市 に集中 していた工場 が地方圏

に移 り,そ れに よって地方 の雇用増 と所得 の向上が もた らされた こと,

②地方交付税 や公共 投資等 の財政に よる地方への所得移転が行われた こ

となどがあ る。 これ を変動係数でみ ると50年 度の15.23%か ら徐々に低

下 し54年 度 には14.12%と な った。 しか し,55年 度か らは格差の拡大傾

向が始 ま り,59年 度 には,15.98%ま で拡大 し,50年 代で最大 の格差 と

なった(第3-1-18図 参照)。

第3-1-18図 一人当た り県民所得の変動係数の推移
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「県民経済計算年報 」(経 済企画庁)に よ り作成
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第3-1-19表
一人当たリ県民所得の順位
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「県民経済計算年報」(経 済企画庁)に よ り作成

(注)東 京 を100と した指数で あ る。
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東京を100と した指数でみても,50年 度 は最低 の地方で も東京 の5割

を超え ていたが55年 度,59年 度 と年度 が進む ほ ど格差が広 が り,59年 度

では5割 未満 であ った(第3-1-19表 参照)。

50年 代後半は,県 民所得 との相関が強レ企業活動で主に利用 され る専

用 データ通信及 びファ クシ ミリの供給情報量が飛躍的に伸 びて,通 信系

供給情報量 の地域 間格差が 出るとともに,県 民所得の地域 間格差が拡大

した時期であ り,両 者 の相関関係を示 してい る。

59年 度の一人 当た り県民所得の多い地域 は,東 京,大 阪,愛 知,神 奈

川等であ り,通 信系供給情報量 の多い地域 とほぼ同 じであ る。

イ 事業所 数

通信系供給情報量 の大半 は,主 に企 業で利用 されている メデ ィアに よ

る供給情報で占め られ てお り,近 年の情報化 は企業の情報化を中心に進

んでい る。 また,民 間放送 のスポ ンサー,新 聞及び雑誌 の広告出稿者 の

10
万
事
業
所

01

第3-1-20図

全国平均
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「事 業 所 統 計 調査 報 告 」(総 務 庁)に よ り作成
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大半 は事業所 である。 この ことか ら事 業所 数 と情報化は密接な関係にあ

ると考 え られ る。

61年 の地域別事業所数は,第3-1-20図 の とお りであ る。

全国 の事業所数は,50年 の559万2千 事業 所か ら61年 の670万9千 事

業所へ と20.0%増 加(年 平均伸び率1.7%)し てい る。

61年 の事業所数 の上位3地 域 は,東 京,大 阪及び愛知 であ り,全 国の

事業所数 に対す る割合は東京が11.9%(50年 は12.2%),大 阪が8.0%

(同7.9%),愛 知 が5.5%(同5.4%)と な ってお り,東 京 の シェアがや

や低下 しているが シェアの変化はほ とん どない。

伸 び率(61年/50年)の 高い地域は埼玉,千 葉,沖 縄,神 奈川等があ

り,東 京に隣接 す る地域が 目立 っている。 これ は,各 種機能 が東京 に集

中 してお り,そ れを求めて東京に進出 しよ うとした事業所が多 く,東 京

におけ る活発 なオフ ィスビルの建築に もかかわ らず,そ れ を上 回る事務
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「国幽 調 査報 告」(総 務 庁)に よ り作 成
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所需要 があ り,賃 料の上昇 もあって東京周辺部 での需要が高 まってい る

ことな どが原因 と考え られ る。

61年 の一人 当た り事業所数 の多い地域 は,福 井,石 川,山 梨,東 京等

である。 しか し,事 業所当た り従業者数でみる と,東 京が10.0人 と事業

所規模が全国一大 きいのに対 し,他 の3地 域 は7人 以下であ り事業所規

模 が小 さい もの とな ってい る。東京周辺の地域 である埼玉,千 葉及 び神

奈川 では事業所当た りの従 業者数が増加 してお り,徐 々に規模 の大 きい

事業所 が増加 してい ることを示 している。

一方 ,伸 び率 の低 い地域 には,富 山,島 根,新 潟等 の 目本海沿岸 の地

域が多 い。

ウ 人 口

第3-1-22図 地域別人 口社会増加数(60年)
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「住 民 基 本 台 帳 人 口移 動 報告 年 報 」(総 務 庁)に よ り作 成
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第3-1-23表 地域別人 口の推移
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3,4

「国勢 調査報告」'(総務庁)に よ.:り作成 』

(注)昭 和55年 の増減は50年 との比較であ り,

-層,.層 ¶圏 ・l

l,幽 」-

60年 の増減は55年 との比較で ある。
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60年 の地域別人 口は,第3-1-21図 の とお りであ る。

全国の人 口は,50年 の1億1,194万 人 か ら60年 の1億2,105万 人へ と

8.1%(年 平均伸び率0.8%)増 加 してい る。

目本経済は二度 の石油危機等 によ り,高 度成長か ら低成長へ の転換を

余儀 な くされた。 これにつれ て地方圏か ら大都市圏への人 口集中 の動 き

は鎮静化 し,50年 代に入 る と,Uタ ーン,Jタ ーンとい った大都市圏か

ら地方圏への人 口の逆 流現 象 もみ られ るよ うに なった。 しか し,50年 代

後半以降は地方経済 の低迷 に伴い人 口移動 で も大都市圏へ の集中傾向が

再 び現れ,と りわけ東京圏へ の一 点集中傾 向が強 まっている。

60年 の人 口社会増加数をみ ると,神 奈川,埼 玉及び千葉が圧倒的に多

く全体の73.4%を 占めている(第3-1-22図 参照)。

人 口の伸び率(60年/50年)で みて も,伸 び率の高い地域は千葉,埼

玉,奈 良,茨 城,神 奈川等 とな ってお り,東 京圏の伸 びが 目立 っている

(第3-1-23表 参照)。

工 旅 客数

情報の伝達 は通信 メデ ィアにおいて主 に行われ るが,同 時 に人 と人 と

の直接の接触 において も行われ る。 ここでは,人 と人 との接触を示す指

標 として旅客数 を取 り上げ る。

我が国の1年 間の交通機 関(国 鉄,民 鉄,自 動車,旅 客船及び定期航

空)を 利用 した総旅客数は,50年 度 の延べ461億5千 万人 か ら60年 度は

538億3千 万人 で,76億8千 万人増加(16.6%増)し た。

総旅 客数か ら定期旅客数を除いた不定期旅客数は,50年 度 の延べ349

億7千 万人か ら60年 度は418億3千 万人 となってお り,68億6千 万人の

増加(19。6%増)で あった。不定 期旅客数 の伸びが総旅 客数 の伸 びを上

回 っている。

60年 度 の地域別発旅客数は,第3-1-24図 の とお りである。
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第3-1-24図 地域 別発旅 客数(60年 度)
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「旅 客 地 域 流 動 調 査 」(運 輸 省)に よ り作 成

60年 度 の地域別発旅客数 の多 い地域 は,東 京,大 阪,神 奈 川等 となっ

てお り,人 口集中地区人 口比率(人 口集 中地区人 口/人 口総 数)が 比較

的高 く経済活動が活発 な地域 であ る。逆 に少 ない地域 は県民所得 の低い

過疎地域 であ る鳥取,高 知,島 根等 であ った。

60年 度 の一人 当た り移動 回数(旅 客数/人 口)は,第3-1-25図 の

とお りである。

一人 当た り年 間移動 回数 の全 国平均 は
,50年 度 に412回 で あった もの

が60年 度 には445回 となってい る。

60年 度 の一人当た り年間移動回数 の多 い地域 は東京,神 奈川 ,大 阪等

であ った。 とりわけ東京は,全 国平均 の2倍 以上 の回数 であ り,人 と人

との直接接触に よる情報活動が活発 であ ることが分か る。一方,年 間移

動 回数の少ない地域をみ ると愛 媛,高 知,徳 島等であ り,四 国地方が 目

立 ってい る。
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「旅 客 地 域 流 動 調 査 」(運 輸 省),「 国勢 調 査 報 告 」(総 務 庁)に よ り作 成

(2)地 域の現状と情報化

ここでは,地 域別各情報量(総 供給情報量,総 消費情報量,通 信系供

給情報量,放 送系供給情報量,放 送系消費情報量,輸 送 ・空間系供給情

報量,輸 送 ・空間系消費情報量,専 用データ通信供給情報量,フ ァクシ

ミリ供給情報量及び郵便供給情報量)を 被説明変数とし,地 域別各指標

(県民所得,事 業所数,人 口及び旅客数)を 説明変数として,単 純最小

二乗法により分析する。

ア 県民所得と情報量

県民所得 と各情報量との相関は,フ ァクシミリ供給情報量を除いて高

くなっている。特に,マ ス ・メディアの影響の強い総供給情報量,放 送

系供給情報量,輸 送 ・空間系供給情報量及び輸送 ・空間系消費情報量 と

県民所得 との相関係数は,他 の三つの説明変数との相関係数よりも高 く

なっている。
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第3-1-26図

(1)総 供給情報量 と県民所得
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(3)輸 送 ・空間系供給情報量 と県民所得

地域 におけ る情報化 一269一
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総 供 給 情 報 量,放 送 系 供 給 情 報 量,輸 送 ・空 間 系 供 給 情 報 量 及 び 輸 送

・空 間 系 消 費 情 報 量 と 県 民 所 得 と の 関 係 は 第3 -1-26図 の と お りで あ

る 。

各 情 報 量 と県 民 所 得(X1)と の 関 係 は,総 供 給 情 報 量(Y1)に つ い て

は,

Y1(X1)=-1.36882×1015→-1.75046×10gX一12.0817×12

(t=27.40)(t=-5.94)

(R=0.99355)

放 送 系 供 給 情 報 量(Y4)に つ い て は,

Y4(X1)=-1,37135×1015十1.74455×109X一12.1551×12

(t=27。30)(t==-5.97)

(R=0,99347)

輸 送 ・空 間 系 供 給 情 報 量(Y6)に つ い て は,

Y6(X1)=2.17711×1012十5。91108×106×1十 〇.0579468×12

(t==28.10)(tニ8.65)

(R=0。99762)

輸 送 ・空 間 系 消 費 情 報 量(Y7)に つ い て は,

Y7(X1)ニ6.63951×1011一 ト3.39488×106×1-0.0220634×12

(t=27.23)(t=-5.56)

(R=0.99365)

で あ っ た 。

総 供 給 清 報 量 と放 送 系 供 給 情 報 量 はX12部 分 の 係 数 が マ イ ナ ス を 示 し

て お り,県 民 所 得 が 増 加 し て も あ る程 度 の と こ ろ で 情 報 量 の 増 加 は 頭 打

ち と な っ て い る 。 こ れ は,両 情 報 量 と も テ レ ビ ジ ョ ン放 送 の 影 響 が 大 き

く,郵 政 省 が 情 報 の 地 域 間 格 差 を 是 正 す る た め に 積 極 的 に 周 波 数 の 割 当

て を 進 め た た め,情 報 供 給 源 の 集 中 が 防 が れ た こ と な ど に よ る。
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第3-1-27図 通信系供給情報量等と県民所得
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(2)専 用 データ通信供給情報量 と県民所得
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同 じマス ・メデ ィアで も新 聞の影響が強 い輸送 ・空 間系供給情報量 で

は,X12部 分 の係数 がプ ラスを示 してお り,県 民所得 の増加 の割合 以上

に情報量が増 加す ることを示 して,政 策 的配慮が ない と,経 済 力等 の強

い地域へ情報が集中す ることを示 している。

この ことは,通 信系供給情報量及 びそ の構成 メデ ィアであ る専用 デー

タ通信供給情 報量 か らもいえ る(第3-1-27図 参照)。

両情報量 と県民所得 との関係は,通 信系供給情報量(Y3)に つ いては,

Y3(X1)=2.86333×1011十21105×1十 〇.015315×12

(t=0.64)(t=14.69)

(Rニ0.98678)

専用 デ ータ通信供給情報量(Y8)に つい ては,

Y8(X1)=2.60585×1011-48393.9×1十 〇.0151221×12

(t=-1.65)(t=16.19)

(R=0,98566)

であ り,X12部 分の係 数が いずれ もプ ラスを示 してい る。

イ 事業所数 と情報量

事業所数 と各情報量 との相関は全般的に高 くなっている。特に通信系

供給情報量,専 用 データ通信供給情報量,フ ァクシ ミリ供給情報量及び

郵便供給情報量 と事業所数 との相関係数は,他 の三つ の説 明変数 との相

関係数 よ りも高 くな ってい る。

専用 デ ータ通信 及び ファ クシ ミリはその利用 の大半は企業 で あ る こ

と,郵 便 も事業所 差出 しが約8割 であ るが,そ の影 響を裏 付けた ものと

なっている。

通信系供給情報量,専 用 データ通信供給情報量,フ ァクシ ミリ供給情

報量及 び郵便供給情報量 と事業所数 との関係 は,第3-1-28図 の とお

りである。
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第3-1-28図 通信系供給情報量等 と事業所数
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(3)フ ァクシ・ミリ供給情報量 と事業所数
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各 情 報 量 と 事 業 所 数(X2)と の 関 係 は,通 信 系 供 給 情 報 量(Y3)に つ

い て は,

Y3(X2)=1.71912×101L60135×2十18.0559×22

(t=-0.11)(t=24.88)

(R=0.99567)

専 用 デ ー タ 通 信 供 給 情 報 量(Y8)に つ い て は,

Y8(X2)ニ1.97707×1011-2.29831×106×2十17.9078×22

(t=-4.68)(tニ26.44)

(R=0.99457)

フ ァ ク シ ミ リ供 給 情 報 量(Yg)に つ い て は,

Yg(X2)=-5.11735×108十21947.2×2十 〇.0410504×22

(t==8.60)(tニ11.66)

(R=0.99335)

郵 便 供 給 情 報 量(Ylo)に つ い て は,

Ylo(X2)=2.5506×1010-1.4679×105×2十1.57001×22

(t=-3.20)(t=24.86)

(R=0.99445)

で あ った 。

各 情 報 量 と もX22部 分 の 係 数 が プ ラ ス を 示 して お り,事 業 所 数 が 増 加

す る と,そ れ 以 上 の 割 合 で 情 報 量 が 急 激 に 増 加 す る こ と が 分 か る 。

ウ 人 口 と情 報 量

人 口 は,特 に,総 消 費 情 報 量 及 び 放 送 系 消 費 情 報 量 と の 相 関 係 数 が 高

く,他 の 三 つ の 説 明 変 数 と の 相 関 係 数 を 上 回 っ て い る 。

総 消 費 情 報 量 及 び 放 送 系 消 費 情 報 量 と人 口 と の 関 係 は,第3-1-29

図 の と お りで あ る。

各 消 費 情 報 量 と人 口(X3)と の 関 係 は,総 消 費 情 報 量(Y2)に つ い て
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第3-1-29図

(1)総 消費情報量 と人 口
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第3-1-30図 総供給情報量等 と人口
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は,

Y2(X3)=4.86773×1012十1.0008×108×3十 〇。029173×32

(t=16.91)(t=0.05)

(R=0.99249)

放 送 系 消 費 情 報 量(Y5)に つ い て は,

Y5(X3)=1.98591×1012十9.6066×107×3-0.44419×32

(t=16,11)(tニ ー0。78)

(R=0.99088)

で あ っ た 。

各 消 費 情 報 量 の グ ラ フ は ほ ぼ 直 線 で あ り,人 口が 増 加 す る と ほ ぼ 一 定

の 割 合 で 消 費 情 報 量 が 増 加 し て い る の が 分 か る 。 各 消 費 情 報 量 と も マ ス

・メ デ ィ ア で あ る テ レ ビ ジ ョ ン放 送 の 影 響 が 大 き く,一 人 の 人 間 が マ ス

・メ デ ィ ア を 通 じ て 供 給 さ れ る情 報 を 処 理(消 費)で き る量 に は 限 界 が

あ る こ と を 示 し て い る。

供 給 情 報 量 と人 口 と の 関 係 を み る た め,比 較 的 相 関 係 数 が 高 い 総 供 給

情 報 量 と 輸 送 ・空 間 系 供 給 情 報 量 を 取 り上 げ る と 第3-1-30図 の と お

りで あ る。

各 供 給 情 報 量 と人 口(X3)と の 関 係 は,総 供 給 情 報 量(Y1)に つ い て

は,

Y1(X3)=-8.29716×1014十2.62903×109×3十130.749×32

(t=9.30)(t=4.85)

(Rニ0.98902)

輸 送 ・空 間 系 供 給 情 報 量(Y6)に つ い て は,

Y6(X3)=1.04774×1013十2.68712×106×3十1.76044×32

(t=2.89)(t=19。82)

(R=0.99575)
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第3-1-31図 輸送 ・空間系供 給情報量等と旅客数
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であ った。

両方 ともX32部 分 の係数が プ ラスを示 してお り,人 口の増加 以上 の割

合で供給情報量 が増加 しているのが分か る。

工 旅客数 と情報量

旅客数 と相関関係 の強い情報量 には,輸 送 ・空間系 供給情報量及 び郵

便供給情報量が ある。

輸送 ・空間系供給情報量 及び郵便供給情 報量 と旅客 数 との関係は第3

-1-31図 の とお りであ る。

各情報量 と旅客数(X4)の 関係 は,輸 送 ・空 間系供 給情報量(Y6)に

つ いては,

Y6(X4)=4.86154×1012十3.12113×106×4-0.0037819×42

(t==29.94)(t=-3.52)

(R=0.99560)

郵便供給情報量(Y1。)に ついては,

Ylo(X4)=1.58472×1010十2706.1×4十 〇.000070698×42

(t==5.20)(t=13.20)

(R=0.99052)

であ った。

輸送 ・空間系供 給情報量 と旅 客数の グラフはほ ぼ直線 であ り,旅 客数

が増 加す るとほぼ一 定の割合で情報量が増加す るのが分か る。

(一層 の分析 の必要性)

県民所 得,人 口等 の説 明変数 については,相 互に多重共線関係に立つ

ことが予測 され ること,単 年度 の分析 のみな らず 各年度 ごとの分析,あ

るいは被説 明変数 に タイ ムラグを入れ た場合 の影響等 について今後一層

の分析 を行 う必要 があ る。
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第2節 地域における情報化の推進

前節の分析にも見 られるとお り,東 京と地方 との間の情報格差は,地

域経済や地方文化などに大きな影響を及ぼ している。この情報格差を是

正 し,さ らにそれぞれの地域の社会 ・経済の活性化を図るため,各 地域

では地方公共団体の自主的な取組を中心として積極的な地域情報化施策

が進められている。本節では,テ レトピア指定地域等における情報化施

策を中心にその現状を紹介する。

1テ レ トピア指定地域の現状

テ レ トピア構想 は,ニ ューメデ ィアの導入に よる地域社会の高度情報

社会へ の移行 を 目的 として,58年8月 に郵政省が提 唱 した総合的な施策

である。

本構想は,モ デル都市に指定 された地域 の地方 自治体を中心に地域情

報化施策 と して積極 的に進 め られてお り,多 くの地域において情報通信

システムの構築 な ど,具 体化が進め られている。

(1)各 指 定地域の 目標 とす るテ レ トピアタイプ

(指定地域 の追加)

60年 度 までに指定 地域 となった53の 地域 に加 え,61年3月 に整備推進

地域 となった10地 域 の うち,7地 域が61年11月 に,3地 域(第3-2-

1表 参照)が62年3月 に2次 指定地域 と して追加指定 された。61年 度末

現在,63地 域 がテ レトピア指定地域 とな ってい る。

これ らの地域 の うち60地 域はす でに事業計 画 とシステム計画か ら成 る

実行計画を策定 し,情 報通信 システム等の導 入準備 を進めてい る。

テ レ トピァ指定地域の63地 域を人 口規模 別にみ ると,県 庁所在地級 の
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第3-2-1表 追加 指定 され

※ は62年3月 に追 加指定され た地域。

道県名 対象地域 テ ーマ(理 念) テ レ トピ ア ・タイ プ

青森県 青森市 活力に満ちた北 東北 の定 住拠点 コ ミュニテ ィ ・タウン型
都市の創造 鵜 蠣 鍛 型

秋田県 鹿角市 緑と水が映える資源を生かした
活力ある鹿角

コ ミュ ニ テ ィ ・タ ウ ン型

福 祉 ・医 療 型観 光
・ レク レー シ ョン型

1

東京都 立川市 か豊たしと

設施市都

かの化文

と
つ

の
ち

和
ま

調
る

る
り
た
り

の
れ

先
り
す
く
し
く
と
ふ

優
く
和
づ
実
づ
者
あ

最

づ
調
ち
充
ち
労
ち

を
ち
と
ま

の
ま
勤
み

活
ま
鏡

た
育
な
と
に

生

い
環

し
教
か
業
気

民
る
然
実
涯
豊

工
活

市
明
自
充
生
り
商
た
り

・
な

・
の

・
お

・
れ
く

コ ミュニテ ィ・タウン型

先 端産業型物 流
・商流型

新潟県 上越市 ・安 全で快適な環境都市の創造
・人間性豊かな コ ミュニティ文

化都 市の創造

コ ミ'一ニ テ ィ ・タ ウ ン型

福 祉 ・医 療 型都 市 問 題 解 消型

兵庫県 伊丹市 個性ある都市美と心の豊かさに
みちた一歴史を今にいかす市民
文化都市

コ ミュニテ ィ ・タウン型

国際交流型
地域商工業振興型

徳島県 徳島東部広域 文化的な利便が受け られ る心豊 コ ミ_ニ テ ィ ・タウン型
市町村圏 かな文化県づ くり 観光 ・レクレーシ ョン型

費児島 爵分市'鰍 皇懸 騰 麓 麓 轟 難
す るふれあいの まちづ くり

コ ミュニテ ィ ・タウン型

先端産業型
伝統地域産業型

弾北海道 北見市
資源の活用に よる豊かな産業 と
情報体系の整備活用,オ ホーツ
ク地域の中心都市 として の特性

あ る発展

物流 ・商流型
観光 ・レクレーシ ョン型
コミュニテ ィ ・タウン型

伝統地域産業型
先進農業型

嵌岩手県 盛岡市 ・滝沢

村
外に向か って大 き く拓かれた北
東北の拠点 として 「アメニテ ィ
リージ ョン」を確立

型

型

ン

ン

ウ

ヨ

タ

シ

・

【

イ

レ

テ

型

ク

ニ
業

レ

ユ
農

・

ミ
進
光

コ
先
観

》滋賀県 大津市 ・草津

市

文化 と歴史を大切にす る都市,

先端技術を駆 使 した活力あ る産業都市
,自 然 と市民のふれあい

都市

コ ミュ ニ テ ィ ・タ ウ ン型

先 端 産 業 型

物 流 ・商 流 型
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その他は61年ll月 に指定 された地域
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構 築 シ ステ ム(シ ス テ ム数)

総 合 行 政 サ ー ビ ス シ ステ ム
バ ス ロケ ー シ ョン シ ステ ム

流 通 情 報 シ ス テ ム

観光 ・産業情報 システ ム
総合通信行政情報 システ ム
健康管理情報 システム

流 通 情 報 シ ス テ ム
オ フ ィス情 報 シ ス テ ム

CへTVシ ス テ ム

積 雪 ・凍結対策 システム
都 市交通対策 システム
生活支援 システム
教育 システム
行政 システム

福祉 システム
医療体制情報 システム

生活文化情報 システ ム
ファッシ ョン文化情報 システ ム

産 業情報 システム

文 化情 報 デ ー タベ ー ス シス テ ム
プ ライベ ー ト 。キ ャ プ テ ソシ ス テ ム

オ ー デ ィオ ・ビ ジ ュ アル シ ステ ム

住民行政情報 システ ム
先端技術情報提供 システ ム
商業 ・サ ービス業支援 システ み

行政窓 ロサー ビスシステム
公共施設 サービスシステム
図書館情報サ ービスシステ ム
産 業情報 システム
商業 ・観光情報サ ービスシ ステ ム

総 合 イ ソフ ォメ ー シ ョンネ ヅ トワー クシ ス テ ム

農 家経 営 情 報 シ ス テ ム
コ ミュニ テ ィCATVシ ス テ ム

CATVシ ステ ム

文化情報 システム
行政情報 システム
産 業技術振興 システム
流通情報 システム

(3)

(3)

(3)

(7)

(3)

(3)

`3)

(5)

(3)

(5)

主 な メデ ィア

データ通信等
データ通信
VAN

プ ライ ベ ー ト・キ ャプ テ ン等

デ ー タ通 信等
パ ソ コ ン通信 等

データ通信等

双方向CATV等
双方向CATV

双方向CATV等
双方向CATV等
双方向CATV等
双方向CATV等
データ通信等
双方向CATV等
プライベ ー ト・キ ャプテン等

データ通信等
CATV等
データ通信等

デ ー タ通 信
プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン

ビデ オ デ ィス ク等

フ ァ クシ ミ リ

デ ー タ通 信 等

キ ャプ テ ン

デ ー タ通 信 等

デ ー タ通 信

デ ー タ通 信
パ ソ コ ン通 信 等

プ ライ ベ ー ト ・キ ャ プテ ン

ビデオテ ヅクス等
パ ソコン通信等

双方 向CATV

双方 向CATV
データ通信等
データ通信等
データ通信等
データ通信等
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第3-2-2図 テレ トピア指定地域 の人 回規模別分布
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市
圏

中
小
都
市
圏

東京圏(東 京都,埼 玉県,千 葉県,神 奈川 県)

大阪圏(大 阪府,京 都府,兵 庫県)

名古屋圏(愛 知県,三 重県)

中枢都市圏(六 大都市 の うち,札 幌市,仙 台市,福 岡市)

地方都市圏 中核都市圏(人 口20～110万 人の都市)

1中小都市圏(人 口20万 人以下の都市)

中核 都市が多 く,約4割 を占めてい る(第3-2-2図 参照)。 これは,

この クラスの都市が高度情 報化推進 に必要な設備や人的資源 な ど,情 報

化 のための基盤 をあ る程度持 ってお り,か つ,地 域 の文化 ・経 済の中心

として情報 化を波及 させ てい く役割 をす でに担 ってい るため と考 え られ
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る。

(目標 とす るテ レ トピアタイプ)

テ レ トピア構想 では,各 地域 において推進す る高度情報化 の型につい

て,「 テ レ トピア タイプ」として分類 している。 このテ レ トピアタイプに

基づ き,各 地域 か ら最大五つ までの 目標 とす るタイプが示 され てい る。

各地域 が 目標 とす るテ レ トピアタイプで地域数が最 も多い ものは,地

域情報の提供,行 政 サ ービスの向上,教 育 ・文化活動の推進等 を 目的 と

す るコ ミュニテ ィ ・タウン型 であ り,52の 地域が 目指 してい る。

第3-2-3図 テレトピア指定地域の目標とするテレトピア・タイプ
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これに続 くのが,商 業 ・流通機能 の強化 を 目的 と す る 物流 ・商流型

(23地 域),地 域産業に先端 技術の導入等 を図 る先端産 業型(22地 域),

観光 振興,ス ポー ツ ・レクレーシ ョンの充実 を 目的 とす る観光 ・レクレ

ーシ ョン型(22地 域)等 であ る。

各指定地域が 目標 とす るテ レ トピアタイ プを都市規模別にみ る と,コ

ミュニテ ィ・タウ ン型,物 流 ・商流型及び先端産業型は,大 都市 ・地方

都市圏を問わず多 くな ってい る。 また,国 際交流型 と研 究学 園型は,大

都市圏 で多いのに対 し,観 光 ・リク レーシ ョン型,福 祉 医療型 及び伝統

・地域産業型は地方都 市圏で多 くなってお り
,情 鞭 化に対す る各地域 の

ニーズの差 が顕著 に現れ ている(第3-2-3図 参照)。

第3-2-4図 情報通信 システム年度別運用開始数
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(2)各 指定地域 で計画 されてい る情報通信システム

(情報通信 システムの稼動状況)

各地域で構築 が計 画され てい る情報通信 シス テムの数 は合計で260シ

ステムであ り,1地 域平均4.1シ ステ ムとなってい る。61年 度末現在で32

地域66シ ステ ムが稼動 してお り67年 度 までに全体の システム数の90%に

当た る235シ ステ ムが運用を開始す る予定 であ る(第3-2-4図 参照)。

(情報通信 システム構築 の費用)

各地域で計画 され ている情報通信 システムの構築予定費用は,全 体 の

第3-2-5図 情報通信 システ ム構築費の金額別分布
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約4割 に当た る106の システムが1億 円以下 となっている。

大都市 ・地方都市圏別 で もこの傾 向は変 らないが,地 方都市圏 で30億

円以上 の投資を必要 とす る大規模 システムが7シ ステム計画 さ れ て お

り,地 域 の情報化 は内需拡大に も貢献 してい る といえ よ う(第3-2-

5図 参照)。

(情報通信 システ ム導入 の目的)

地域 の情報 ニーズを把握 す るために,各 地域 の情報通 信 システ ムの導

入 目的をみ ると,生 活情 報 ・地域情報 の提供(50シ ステ ム),教 育サー ビ

第3-2-6図 地域の情報通信 システム=一 ズ
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スの充 実お よび地域文化活動の皮援(27シ ステ ム),商 業流通機能 の強化

(27シ ステ ム)等 の 目的が多 く挙 げ られ てい る(第3-2-6図 参照)。

これを都市 規模別 にみ ると,上 記 の 目的のほか,大 都市圏の指定地域

の中では,先 端産業 の技術情報 データベ ースの構築や国際交流 のための

拠点形成等が多 いのに対 し(第3-2-7図 参照),地 方都市圏 の 指定

地域 の中では観光振興の支援,健 康管理 ・医療サ ービスの充実,地 場 産

業の活性化等が多 くなっている(第3-2-8図 参照)。

(情報通信 システムの事業主体)

第3-2-7図 大都市圏の惰報通信 システムニーズ
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第3-2-8図 地方都市圏の情報通信 システ ム=一 ズ
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情報通信 システムを運用す る事業主体 と して,207団 体が設立 される

予定 である。そ の うち,59団 体が官民共 同出資法人 であ る,い わゆ る第

三 セ クターの形態 を とってお り,地 方 自治体(56団 体),民 間企業(34

団体)よ りも多 くな ってい る(第3-2-9図 参照)。

(3)情 報通信 システムに導入 され るニ ュー メデ ィア

各地域 で構築 され る情報通信 システムには,そ れぞれ の機能にふ さわ
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第3-2-9図 情報通信システムの事業主体
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定

しい ニュー メデ ィアが導入 され ようと してい る。最 も多いのがデータ通

信(115シ ステム)で,構 築が計画され ている システムの半数近 くに達

してい る。次 いで,ビ デオテ ックス(77シ ステム),CATV(39シ ステ

ム)が 多 く,そ の他,フ ァクシミリ,テ レビ会議等 もみ られ る(第3-

2-10図 参照)。

導入 目的別 にみ ると,デ ータ通信は,行 政 ・教育サ ービスの効率化等

を 目的 とした システム(24シ ステ ム),技 術情報 のデータベース構築を

目的 とした システム(19シ ステ ム),商 業機能 の強化を 目的 とした シス
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第3-2-10図 情報通信システムに導入 され るニュ」 メデ ィア
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テム 〈16システム)等 を中心に,伽幅広い 目的 で導入が計画 され てい る。

なお,圏大 都市圏 で計画 され てい る情報通信 システムの大半が このデ ータ

通信に よる もめであ る。 ビデオテ ックスは,画 面 を通 じての生活 ・地域

情 報の提 供に適 してい るため,地 域 情報 の増大"(20一システ ム),観 光 の

振 興(20シ ス テム)を 目的 と した ものに多い。

また。CATVは 自主放送 チ ャンネルを通 じて の地域情報 の提供 を 目

的 とした システ ム(21シ スデ ム)が 多 いが,災 害時 に災害情報 を提供す

るシステ ムもみられ る。
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(4)今 後のテレ トピア政策 の動 き

郵政省は テ レ トピア構想を積極的 に推進す るため,次 のとお り支援措

置及 び推進政 策を展開 してい る。

ア 指定地域 に対す る支援 措置の拡充

(62年 度補正予算におけ る無利子融資制度 の創設)

「日本 電信電話株式会社 の株式 の売払 収入 の活用に よる社会資本 の整

備の促進 に関す る特別措置法」カミ62年8月 に成立 し,公 共事業やテ レ ト

ピア事業,民 活法施設整備事業等 の民活事業 に対す る無利子融資制度が

創設 された。

テ レトピア事業に対す る無利子融資 は,地 方公共団体(そ の 出資 さ

れ,又 は拠 出された金額 の全部 が地方公共団体に よ り出資 され,又 は拠

出され ている法人を含む 。)の 出資又は 拠 出に係 る法人が 行 う事業 であ

り,62年 度においては,非 公共事業の枠か ら580億 円の範囲でテ レ トピ

ア事業及び民活法施設整備事業に対 し無利子融資が行われ る。

(基盤技術研究促進 セ ンターか らの出資)

基盤技術研究促進セ ンターか らは60年 度2億5,600万 円,61年 度4億

3,400万 円が出資 された。62年 度 につい ては同セ ンターの出資額173億

円の内数 として出資が行われ る計 画である。

(北海道東北開発公庫及 び 日本 開発銀行か らの出融資)

テ レ トピア構想に基づ き,情 報通信 システ ムを構築 ・運用す る事業体

の設備投資 に対す る出融資 につ いては,62年 度,日 本開発銀行か らは3

大 都市圏に対 し情報化促進枠か ら865億 円,そ れ以外 の地域 には地域開

発 枠か ら1,100億 円の範 囲で融資が行われ る計画 であ る。 また,北 海道

東北開発公庫か らは1,350億 円の範囲で出融資が行われ る計 画であ り,

既 に62年7月,秋 田市の事業体に対 し2,500万 円の出資が行われた。

(テ レ トピア基金 の設立)
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テ レ トピアの情報通信 システ ム構築 のための研究 開発,債 務保証,利

子補給等を支援す るテ レ トピァ基 金については,新 潟 テ レ トピア振 興協

会,(財)山 口県 ニューメデ ィア推進財 団に よ り基金 の募集 が進 め られ

てい る。 なお,こ の基金 につ いては,民 間か らの基金へ の出揖 について

全額 損金算入 の特例措置が 可能 とな ってい る。

(NTTに よる協 力)

郵政 省ではテ レトピア指定地域 の支援措置 の一環 として,NTTに 対

して も協 力を要請 している。 これ を うけ,NTTは,テ レ トピァ指定地

域 で構 築 され る ビデオテ ックス網 を優先 して,NTTの 全国 ビデオテ ッ

クス網 と接続 し,合 わせて地域の情報通信ネ ッ トワークの拡充 を積極的

に進め る ことと している。

イ テ レ トピア推進政 策 の新た な展開

(モ デル地域間で のビデオテ ックス ・ソフ トの交換)

テ レ トピア地域 間におけ る情 報 ソフ トの交換を進 め る た め,62年4

月,地 域 ビデオテ ックス全国協議会 が設立 され た。今後,同 協議会にお

いてテ レ トピア推進 地域 間での ビデオテ ヅクス ・ソフ ト等 の全国的な交

換 につ いて検討 が行われ る予定 であ る。

(テ レ トピア指定地域に対す る新た な メデ ィアの導入)

無利子融資制度 の創設等,テ レ トピア構想に対す る支援措 置が強化 さ

れたため,現 在,テ レ トピア構想 の中 で主 として利用 され ている ビデオ

テ ックス,CATV,デ ータ通信等に加え,ハ イ ビジ ョン及 び コミュニ

テ ィ型移動無線電話について,優 先的な テ レ トピア指定地域へ の導入が

期待 されてい る。

ウ テ レ トピア指定地域の追加指定

テ レトピア指定 地域 については,現 在,63地 域 を指定 してい るところ

であ るが,指 定 地域 への無利子融資制度,新 た な メデ ィアの優 先的導入
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等 の支援措置 の強化 に よ り,積 極的に地域情報化政 策を進めてい る地方

自治体か ら,指 定に対す る強い要望が出され てい る。 この ような動 きを

受け て,今 後,郵 政 省では熟度 の高い情報化計画を立 てている地域を対

象に,若 干 の追加指定を検討す ることとしている。

2地 域における情報化推進事業

通信技術の急速な発展により,高 度な情報通信システムは,地 域にと

って行政の効率化,地 域コミュニケーショソの活性化,大 都市圏との情

報格差の是正等,地 域における様々な課題の解決手段となろ うとしてい

る。 このため,早 くか ら情報通信 システム導入による地域情報化に取 り

組んできた地域 も数多 くみられる。

本項では,積 極的に地域情報化に取 り組んでいる地域の情報化推進事

業の中から,酪 農業,観 光,災 害対策に関するものを紹介する。

(1)十 勝地方

日本有数の農業地帯である十勝地方の酪農業は,全 国の乳牛の39%を

飼育する北海道の中でも中心的な役割を果たしてお り,全 道の年間生乳

生産量の23%に 当たる60万4千 トンを生産 している。 しか し,農 産物の

需給緩和等から,需 要動向を考慮 した計画的な生乳生産を行 う必要があ

り,同 地方の十勝農業協同組合連合会(十 勝農協連)は,酪 農業の省力

化,市 場対応力及び生産性の向上を図 り,計 画的な生産体制 を 作 るた

め,情 報通信システムの導入等を中心 とした酪農業の情報化を進めてい

る。

(酪農業の情報化)

酪農経営は,乳 牛やその飼料である牧草などの動植物,土 壌及び気象

などの自然環境によって左右されやすいため,酪 農に関連するデータの

正確な記録と科学的な酪農技術惜報の収集が不可欠である。
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このため,各 農家は生乳,土 壌,飼 料 のサ ンプルを分析 し,そ の結果

を農業情報 セ ンターで総合的 に分析す ることで酪農経 営の指針 と してい

る。従来,こ れ らデータの送受は郵送 に よって行われ ていたため,分 析

に 日数を要 し,か つ農業情報 セ ンターか ら送 られ る情報 量 も十 分ではな

か った。十勝農協連 では,こ のデ ータの送受をデータ通信に よ り行い,

合わせて農業情報セ ンターに酪農技術情報を蓄積 しデータベ ース化する

ことで,酪 農 業の情報化を進めてい る。

具体的には60年4月 か ら運用が開始 された酪農経営情報 システ ムに よ

り,21の 農 業協同組合 に置かれた端末 と農業情報 セ ンターを結び,生 乳

・土壌 一.飼料 の分析値に よる飼 料給与設計が行われ ている(第3-2-

11図 参照)。 十勝地区 の約1,400戸 の酪農家及び約6万7千 頭の乳牛 に関

す る情報が集計 され,給 与飼料に対す る1頭1頭 の乳牛 の生乳量,個 々

の酪農 家の土壌 と飼料 との関連等 を迅速に分析す ることが可能 とな り,

地域の酪農業 の発展に寄与 している。本 システ ムの導入に よ り.乳 牛 の

淘汰について乳量成績で判 断できるよ うにな り,1頭 当た り乳量検定成

績が向上す るな どの効果 を上 げている。

今後,十 勝地方では,十 勝農協連,地 方 自治体等が中心 とな り,デ ー

タ通信 を利用 した経営 ・気 象 ・技術に関する情報通信 システ ムを順次構

築 し,農 業,酪 農業等 の情報化が進め られ る計画であ る。

(2)静 岡市

静岡市は,人 口46万 人 の典型的な地方 中核都市であ る。 同市 では,近

い将来発生 が予想 され てい る東海地震や都市型水害 などへの災害対策が

地域の大 きな課題 となってお り,よ り効果的 な防災体制や災害時 の迅 速

な救助体制 をつ くるため,情 報通信 システムの導入 が早 くか ら進め られ

てきた。

(防災体制 の情報化)
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第3-2-12図 静岡市の地 震防災情報 システムの概念 図
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静 岡市 の防災情報 システ ムは,国,県,市 を結ぶ大規模 な防災 システ

ムの一環 をなす ものであ り,地 震災害に対 しては60年9月 か ら地震防災

情報 システムの導入を進 めている。 この システムは,す でに構築 されて

い る同報無線や行政 無線 システムを高度化 し,デ ィジタル防災行政無線,

CATV,文 字放送,ヘ リコプターテ レビ,無 線 ファクシ ミリ,デ ータ通

信,衛 星通信等多彩な通信 メデ ィアに よ り国,市,防 災関係機関及び住

民を結 び,防 災体制 の情報化を図るものである(第3-2「12図 参照)。

この システムに よ り,平 常時か ら災害復 旧時に至 るまでの各局面にお

いて,各 種情報通信が効果 的に行われ ることとなる。中で も警戒宣言 や

非難命 令等 の情報伝達や応急復旧対策措置 のための迅速かつ正確な被 災

データの収集等が可能 とな る。同市の システムは,災 害時 の通信回線網

への被害 を考慮 し,電 波 を利用 した情報通信 システ ムを主体に している

点が特徴 とな ってい る。

62年7月 現在,情 報通信 システ ムの端末 として同報無線 の子局 と戸別

受信機933の ほか車載型無線機等63台 の端末が配備済み であ り,今 後 は

メデ ィアの多様化や端末数 の増加を図 り,シ ステ ムの充実を図 る計画 で

ある。

一方 ,水 害防災体制については,水 位 ・雨量に関す る自動計測を中心

に情報化を進 め るた め,61年5月 か ら広域水防 システ ムの運用を開始 し

ている。 この システムは,テ レメータシステ ムを利用 した,36の 雨量計

測端末 と水位計測端末を安部川 と巴川両水系に配備 し,各 端末か らの河

川情報 を静岡県の中央監視局及 び市 の防災機 関へ電話 回線を通 じて送信

す る ものであ る。県 の レーダー雨量 システ ムや気象庁等か らの情報 につ

いて もデータ専用 回線に よ り中央監視局に集 め られ,高 度な情 報機器 を

充分に活用 した システムといえ よ う。 この システムの稼動に よ り,人 手

に よる計測作業が大幅に軽減 され,ま た,大 量 の防災 データが収集 され
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るため,迅 速 かつ 効果 的な防災措置が可能 となっている。

(3)金 沢市

金沢市 は,北 陸地方 の中心的 な観光都市 として発展 してお り,近 年 で

は,様 々な会議 ・学会 ・見本市等 も開催 され,61年 には,九 つの国際会

議が行われ るな ど,コ ンベ ンシ ョン(集 会)シ テ ィと して も注 目されて

い る。

同市 では,コ ンベ ンシ ョン機能 を含 めた観光都市機 能を高度 化 し,観

光都市 として一層発展す るため,ビ デオテ ックスに よる情 報化を進 めて

いる。 同市 では,62年4月 か らビデオテ ックスに よる情 報 システ ムの運

用 を開始 し,コ ンベ ンション情報,伝 統地域産業情 報,タ ウ ン情 報等を

提供 している(第3-2-13図 参照)。

コ ンベ ソシ ョン情報に関す るものは,会 議 を計画す る場 合の参考 とな

るよ う,会 議施設 の予約状況,会 議場近辺 の宿泊所案 内,観 光案 内,交

通案 内等がそ の内容 となっている。

また,コ ンベ ンシ ョン開催 の際 には,ホ テル会場 での忘れ物等 の情報

も提供す る。個 々の観光情報 を コンベ ンシ ョン等 の 目的の下 に,利 用者

の立場 に立 って使 いやす く再編成 してい る点 が特徴 といえ よ う。

す でに金沢市 で開催 された 日本薬学会(60年4月)及 び全 国高校総合

体育大会(同 年8月)に お いて,試 行 的に ビデオテ ックスに よ り,会 議

宿泊,競 技案 内の情報等が提供 され て,参 加者 の好評 を得 た。

このほか,加 賀友禅,蒔 絵,漆 器等 の伝統工芸 の 工房 ・展示場 の 案

内,観 光名所 の案 内等 ビデオテ ックスの画像情報に適 した 内容の ものを

多 く提供 している。

また,シ ステムの構築 に当た っては,一 般家庭用 に500台 の端末 を用

意 し,端 末 レンタル料は無料で貸 し出 し,シ ステムの普及を促進 してい

る。 この よ うな積極的 な施策に よ り,62年4月 末現在,端 末数650端 末,
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1か 月当た りのアクセ ス回数80万 回,延 べ利用 者数3万 人 に達 し,地 域

の情報化に効果を挙げてい る。今後は,他 地域 との情 報交換 等に よ り情

報内容の充実 を図る 予定 とな ってい る。

3情 報化の地域における効果

郵政 省では,テ レ トピア構想に基 いて各地域 で構築 された情報通信 シ

ステムの現状及び地域に与えた効果を把握す るため,62年3月 と同年6

月に 「テ レ トピア構 想モデル都市 におけ るビデ オテ ックス事業の現状調

査」及び 「テ レ トピア指定 地域 におけ る情報通 信 システ ムの運用状況調

査」 を行 った。

本項 では これ らのア ンケー トの調査結果 を基 に,テ レ トピア構想 に基

づ く情報通信 システムの導入に よる地域におけ る効果 に つ い て 分析す

る。

(一般家庭へ のニ ュース,娯 楽情報の増加)

ビデ オテ ックスを使用 した情報通信 シス テムについては62年6月 現在

25シ ステ ムが稼動 してい る。今 回の調査 で回答 のあ った14シ ス テムの総

蓄積画面数 は,約5万2,000画 面 であ り,シ ステ ム規模等 の差 か ら各 シ

ステ ムの蓄積 画面数 にはかな りの開 きがみ られ るが,最 大6,300画 面,

最少100画 面 であ り,平 均 で3,700画 面 であった。 内容別 にみ る と,観

光情報(24.7%),娯 楽情報(24.3%),買 い物 ・料理等 に関す る生活情

報(24.1%)が 多 くなってい る。

これに対 して,各 シス テムに対 す る1か 月間の画面 アクセス回数(案

内 ・検索画面以外 の画面に対 す るアクセス回数)は,約264万 回であ り,

内容別では,娯 楽情報(57.9%)に 対す るア クセスが最 も多 く,次 いで

生活 情報(11・9%),ニ ュース(9・3%),地 域 情報(7.9%)の 順 で あ

る。
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これを1画 面 当た りの月間 アクセス回数でみ ると,ニ ュース(220回),

娯楽情報(120回)に 対す る利用 頻度が高 く,逆 に観光情報(15.2回),

行政情報(22.9回)に つい ては蓄積画面数に比 して利用は少ない ことが

分 か る(第3-2-14図 参照)。 また,各 システ ムの設置場所別 の 端末

数 では平均 で,街 頭用約40端 末,家 庭用約300端 末,企 業用約160端 末

となってお り,こ れ らの ことか ら,ビ デオテ ックスに よる情報通信 シス

テ ムは,地 域の一般 家庭 に対す るニュース,娯 楽情報 の提供に効果 を挙

げている といえよ う。

第3-2-14図 ビデオテ ックスによ り提供 され る情報 の利用頻度
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各 システムで利用 されてい る生活情 報の内容につ いて,1画 面 当た り

アクセス回数をみ ると,買 い物情報(52.4回),料 理情報(33.9回)が

多 くな ってお り,ま た,街 頭端末で利用が多いのはデパ ー ト,ス ーパー

マーケ ッ トに設置 された ものであ る。北九州市は,「 システ ム の 運用開

始直後 と,開 始1年 後を比較す る と,娯 楽情報の利用が減少 し,生 活情

報 の利用が増加 した。地域において,次 第に役に立 つ生活情報の ニーズ

が増 えてい る。」 とい う点を情報化効果 と して報告 してお り,今 後 は 主

婦 の生活情報に対す るニーズの増加 も予想 され る。

そ の他,「 ビデオ テ ックス端 末か ら公民館を予約で き る情報通信 シス

テ ムの運用開始に よ り,子 供の公民館利用が増加 した」(松 江市)と い

う地域 もあ り,理 解 しやすい画像情報に よ り,情 報通信 システ ムの利用

者が子供に も広が ってい る例 もみ られ る。

(遠隔地 の行政サ ー ビスの向上)

データ通信 に よる情報通信 シス テムは,62年6月 末現在22シ ステムが

稼動 を開始 してお り,各 地域 のニーズに合わせ て,様 々な情報化効果を

挙 げてい る。

各地域が最 も多 く情報化 の効果 として挙げて いるのが,市 役所 と遠隔

地 をデータ通信回線 で結び,住 民情報や健康 ・福祉情報 な どを送 ること

に よる,行 政サ ー ビスの向上であ る。「山 間地住民 の住民票 の交付 に つ

いては,従 来,市 役所 まで来庁 しなければ な らなか ったが,住 民情報オ

ンライ ンシステムの運用開始に より,支 所,出 張所で即時に交付を受け

られ る よ うに なった 。」(新 潟市,静 岡市),「 健康診断 の結 果を受診当 目

に,受 診者に通知で きるよ うにな った。」(熊 本市)な どの報告がな され

てお り,情 報通信の本来的な メ リッ トの一つであ る"距 離 の克服"が 地

域にお いて行政サ ー ビスの距離的負担の解消 とい う効果 とな って現れて

い る といえよ う。
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また,図 書館情報サ ービスの導入に よ り,「貸本業務の1冊 当た り作

業時間が従来 の20分 の1に なった。図書データの 整理時 間が1万5,000

時間か ら100時 間にな った。」(豊 田市),「 システムの運用 開始後,1日

当た りの貸出 し冊数が2倍 になった。」(呉 市)と い った,行 政事務の効

率 化に対す る効果や,「 市況情報 システ ムの導入に よ り,青 果 の 市 況情

報 がオ ンライン端 末か ら即時に得 られ る よ うにな り,高 い価格の際に出

荷 する ことで,高 収益 をあげ てい る。」(沖 縄県)な どの情報 の効率的な

活用 に よる農業の活性化等 の効果 が各地域か ら報告 され てい る。

(地域独 自の情報発信機能 の強化)

CATVに よる情報通信 システムは,62年6月 末現在,12施 設 で運用

が開始 されてい る。CATVに よるシステ ムの場合,番 組 内容 として は

テ レビジ ョン放送 の再送信が主 であるが,各 地域 とも地域 の 自主制作番

組 の放送用 に,2～3チ ャンネル を割 り当て,タ ウン情報や行政 ・広報

情報等 を提供 してい る。 自主制作番組の内容 は地域に よって様 々であ る

が,一 関市 のCATVシ ステムの よ うに,災 害時には 自主放送チ ャンネ

ルに防災情報 を流せ るよ うなシステムを構築 してい るところ もある。

各 システムの視聴傾 向に関す る具体 的なデータは回答 され て い な い

が,利 用者 の視聴状況 に つ い て 岸和 田市 の行 った アンケー ト調査では

「見ている番組」 として映画 などの娯楽情報 よ りも郷土 の歴史や タウン

情報が挙げ られてい る点が注 目され る。CATVは 従来,難 視聴対 策 に

大 きな効果を上 げて きたが,そ れに加 えて,地 域文 化 ・教育 の向上 とい

う新 しい効果 を上げ始めてい るといえ よ う。

(地域情報化施策 の課題)

以上の とお り,ビ デオテ ックスやCATVに よるシステムが地域情 報

・生活情報等 の地域文化の向上 とい う面 で効果を挙 げているのに対 し,

デ ータ通信 に よるシステムは,行 政におけ る事務 の効率化及び住民サ ー
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第3-2-15図 情 報通信 システム導入 による効果

ビスの向上,地 場産業 の活性化等 に効果 を上げ ている といえ よ う。

情報通信 システ ムの運用 開始 に よる具体的 な効果 につ いて全体的 にみ

ると,調 査対 象 となった31地 域 の うち,主 としてデータ通信 に よる シス

テムを構築 してい る13地 域が 「行政機能 の向上」,「住民 の利便性 の 向

上」 を挙げてお り,そ の他 では 「コ ミュニケーシ ョンの活性 化」,「住民

の情報化に対 す る理 解促進」 な どが多 くな ってい る(第3-2-15図 参

照)。

これ に対 して,情 報通信 システ ムの発達 を妨 げてい る原 因 に つ い て

は,「 端末不足」(10地 域),「 住民への情報通信 システ ムのPR不 足 」(6

地域)等 が挙が ってい る(第3-2-16図 参照)。 これ らはいずれ も情

報通信 システムの発達段階におけ る問題点であ るが,そ の裏 側には ソフ

トの未成熟,利 用料金 の高 さ等 の様 々な問題があ ると考 え られ る。 また,
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「端末不足」 につ いては主 と して ビデオテ ックスを導入 してい る地域 が

回答 してお り,こ れ らの地域の中には,シ ス テムの端末不足に よって,

情報提供収入や広告収入が伸び悩み,そ のため,i新 たな設備投資がで き

ず,端 末数 も増 えない とい う悪 循環 に陥 ってい る地域がみ られ る。

今後の システムの改良点につ いては,「 ソフ トの改良」(13地 域),「 他

地域 との ソフ トの交換」(9地 域)が 多 く挙げ られ ている。今回 の 調査

において も,同 程度 の蓄積内容,画 面数,端 末数 であ るビデオテ ックス

のシステ ムについて,1端 末当た りのア クセス回数 が,地 域に よって月

間約800～3,300回 と大 きな差 がでてお り,蓄 積情 報内容 や 検索手順等

の ソフ トの良否が,シ ステ ムの利用頻度に大 きな影響 を及ぼ してい るこ

とが うかがえ る。 ソフ トの改良は,シ ステムの発展 に とって重要な こと

であ るが,「 市長 ・市議会議員選 挙の際 に,ビ デオテ ックスに よ り開票
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速報 を提供 した ところ,選 挙情報だけ で,1日1万 回以上 のア クセスが

あった。」(岡 山市)と い う報告 もあ り,情 報化 に対す る地域 のニーズは

どこにあるのか,と い う基本的 な点 について,利 用者 の立場 か ら更 に検

討 した上 で,シ ステ ムの改良を 図って い くことが必要 であろ う。

第3節 均衡ある地域の情報化のために

現状における地域の情報化の問題は,東 京 とそれ以外の地方との情報

格差に集約される。

本節では,東 京と地方 との対比でそれぞれの情報化進展の在 り方につ

いて見た後,今 後の取組みについて記述する。

1情 報化における東京と地方

(1)東 京における情報化の進展

ネ ットワーク化の進展 とコンビ凸一タ の 情報処理能力 の 向上に よっ

て,コ ンピュータ処理にな じむ定型化された情報は,一 括集中処理が可

能となった。この一括集中処理は,コ ス ト面での有利 さを 生み,加 え

て,大 量の情報を集中処理する過程で新たな情報が創出されるといった

相乗効果により,東 京への情報の集中が より促進されている。

一方,企 業活動において,経 営戦略上重要な企画,行 政,国 際動向等

に関する高度な情報 も,東 京への集中の度合いを高めている。 これ らの

高度な情報は,企 業の本社機能,情 報の付加価値創出機能等の高度中枢

管理機能が集積 している東京で創出されるためである。

ア 高度中枢管理機能の集中

(本社機能の集中)

企業の意思決定を行 う本社 ・本店を東京に置いている企業数は,総 務
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第3-3-1図 東京に本社を置 くメ リッ ト
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「人 と国土 の将来像に関す る調 査(皿)」(国 土庁)に より作成

庁 の 「事業所統 計」に よると,61年7月 現在,5万8,633社 であ り,全

国に 占め る割合は,18.9%で あ る。 また,資 本金1億 円以上 の法人企業

に限 ってみ る と,7,006社 であ り,全 国 の38.5%を 占めている。

東京に本社を置 くメ リッ トとしては,59年1月,国 土庁が行 った ア ン
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ケー ト調査に よると,「 他社 や業 界の情 報収集 に便利 であ る。」 と回答 し

た企業が58.7%,ま た,「 行政機 関 との接触 に便利 であ る。」 と回答 した

企業が48,7%と それぞれ1,2位 を占めてい る(第3-3-1図 参照)。

これは,東 京には,政 府や他企業の本社機能 が集 積 してい るため,面

談 とい う直接接触に よって,生 の情報収集が可能 であ り,ま た,こ の情

報収集が企業戦略の策定に当た って,最 も重 要視 されてい る ことを示 し

てい る。

(情報サ ー ビス業 の集中)

情報サ ー ビス業は,一 定 の情報に付加価値をつけて新た な高度情報を

創出す るソフ トウ ェア業,情 報の処理 ・提供等を行 う業種 であ る。 した

第3-3-2図 第二種電気通信事業者の本社所在地域別分布
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が って,情 報サ ービス業は,企 業等で行われ る意思決定をサポー トす る

機能 を有 している。

東京 におけ る情報サ ービス業 の事業所数 は4,700社 であ り,全 国(1

万1,174社)に 占め る比率 は,42.1%で あ る。従事者数をみ ると,全 国

(33万5,234人)の50.7%に 当たる16万9,933人 である。

また,第 二種電気通信事 業者 の本社所在地別分布 では,全 国の39.2%

に あた る170社 が東京に所在 している(3-3-2図 参照)。

(東京の国際都市化)

今 日,社 会経済活動は世界的規模 で展開 されてお り,東京は ロン ドン,

ニュー ヨー クと並ぶ 国際的 な都市 として位置付け られ ている。同調査 に

第3-3-3図 外資系金融機関の地域別分布

(単位:%)

「国際金融局年報」(大 蔵 省)に よ り作成

(注)外 国銀行の61年3月 末現在 の支店,駐 在員事務所 の合計数 と

外国証券の60年12月 末現在の支店,駐 在員事務所の合計数 を加

えた もの。
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よって も,東 京に本社 を置 くメ リッ トとして 「国際取 引に便利 である。」

とした企業は,24.3%と 高 い回答 となっている(第3-3-1図 参照)。

東京の国際都市化 の進展 につ いて,ま ず,我 が国におけ る国際金融面

か らみ ると,東 京 に支店又は駐在員事務所を置 いてい る外資系 の銀行及

び証券 会社 は,385社 であ り,こ れ は全 国の86.8%に 当た る(第3-3

-3図 参照) 。

次に,通 信 メデ ィア ごとに東京が全国に 占め る割合を見 る と,外 国郵

便は,差 立数 で全 国の72.7%,到 着数 で86.3%を 占め ている(第3-3

-4図 参照) 。 また,国 際電話 の 発 信地域別比率は,約6割 となってい

る。

さらに,海 外 との人 の移動を経 由空港 の所在地別 に み る と,出 国者

は,東 京が61.0%,大 阪が25.0%,名 古屋,福 岡がそれ ぞれ5.0%を 占

めてい る。 また,入 国者数 は,東 京が72.0%,大 阪 が18.0%,福 岡 が

4.0%と,出 入国 ともに東京 を経 由 して の移動が圧倒 的で あ る(第3-

3-5図 参照)。

以上 の よ うに,東 京 の国際都市化は,金 融,情 報交流,人 的交流等の

種 々の局面か ら顕著 であ り,他 の都市 の追随 を許 さない ものが ある。

第3-3-4図 外国郵便の地域別取扱状況
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到着1
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その他
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第3-3-5図 海 外旅行者の出入国地点別比率
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「観光 白書」(総 理府)に よ り作成

イ 東京におけ る情報化

(高度機能 の一層 の集積が予 想 され る東京)

東京 は,21世 紀に向け て,情 報,金 融,国 際機能等 の一層の集積が行

われ る と思われ る。

建設 省が全国の上場企業 に対 して行 った アンケー ト調査 によると,こ

れ ら諸機能が 「ます ます東京区部へ集 中す る」 と回答 した企業は,80.9

%に 達 してい る(第3-3-6図 参照)。 逆 に,大 阪,名 古屋あ る い は

札幌等 の地方中枢都市 の集積を予想す るものは,14.9%に とどまってい

る。 また,「 東京区部でなけれぼや りに くい業務」 として,「 情報収集」

を挙げている企業が69.7%,「 販売企画 ・マーケ ッテ ィング」と い う一

種の情 報活動業務 も28.8%で あ り,企 業の意 思決定を行 う際に必要な情

報 の集中が企業活動を東京 に誘 引 してい る大 きな要因であ ることが分か

る(第3-3-7図 参照)。

さ らに,「 資金調達」(28.3%)又 は 「資金運用」(23.6%)と い う金

融活動について も東京 は,高 い評価 を受けてお り,金 融 の発達 も東京へ

の企業の集中を進 める大 きな要因である ことが分かる。

(通信基盤整備の必要性)
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第3-3-6図 東京への中枢機能の集中 傾向
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「新時代に対応した都市政策に関する調査」(建設省)に より作成

以上 の よ うに,東 京 は,国 内的な地位 の向上 に とどまらず,我 が国産

業社会 の グ戸一バル化 と国際 的地位 の向上 に伴 って,諸 活動 の枢要 な役

割 を担 う,世 界 の中枢都市 として成長 しつつ ある。 したが って,今 後,』

東京 は,国 際 ・国内情報 の受発信 と情報 の処理 ・加工 、・蓄積 を行 う機能

が,よ り一層必要 となる。 これ らの機能 を集約的 に整備す るた めには,1

各種 の情報通信 ネ ッ トワー クの拠点や コンピュータ等 の設備 を高度 に備

え,21世 紀 の東京 の都市活動 の基盤を提供す る必要があ るため,そ の一
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第3-3-7図 東京 区部で なければや りにくい業務
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環 と してテ レポー ト等 の構想を推進す る必要があ る。

(2)地 方 における情報化の進展

研
究
開
発

地方における情報化は,東 京に集中する情報の活用 とい う面で進行 し

ているが,そ の必要性,重 要性は今後も変わらないと思 わ れ る。加え
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て,地 方独 自の情報 の創造 に よる地域 の基盤 の強化が求め られ てい くこ

とにな る。

ア 東京 に集 中 した情報 の利活用

(地域経済活性化 のため に)

地域別情報流通 セ ンサスにおけ る総供給情報量 の推移 を見 ると,東 京

を除 いた地方全体の 占め るシ ェアは,50年 の83.8%か ら60年 には86.2%

へ と2.4ポ イ ン ト上昇 している。 また,テ レビジ ョン放送 の地方 におけ

る供給情報量 のシ ェアは,同83.9%か ら3.1ポ イ ン ト上昇 してお り,地

方 におけ る供給情報量の上昇は,放 送系 の影響 に よる ものであ る。

これ は,50年 か ら60年 にかけ,地 方にお いては,民 間放送事業者が13

社開局 した ことに よ り,供 給情報量 が上昇 したため である。 しか しなが

ら,前 述の とお り,地 方 で放送 され る番組 の内容 は,依 然,東 京 で制作

された番組が多 く,情 報内容の東京の一点集中現象は否め ない。

また,放 送に限 らず,各 種の情報について も東京に集積 され ているこ

とか ら,地 方においては,今 後 とも情報の受信機能の整備等に より,東

京に集中す る 情報を取 り込 み,地 域 産業の 振興な ど 地域経済 の 活性化

に,十 分,利 活用 す る必要があ る。

(地方におけ る情報の分有)

また,危 険分散 の観 点及び東京 の都 市 と しての各種機能の制約か ら東

京 圏の情報集積機 能を補 完す る役 割を地方が分担す る必要性があ る。 し

たが って,東 京 圏に集 中す る情 報を可能な限 りデ ータベ ース化 し,地 方

が分 有す ることで,東 京 一点集 中の持 つ通信 のぜ い弱性を克服す ること

が必要 とな る。

イ 地方 におけ る独 自情報の創造

地方においては,現 在,東 京 にあ る機能 を単 に分有す るに と ど ま ら

ず,東 京ではで きない機 能を他の都市 がそれぞれ独 自の特 性を生 か しつ



第3節 均衡ある地域の情報化のために 一317一

つ,分 担す る必要があ る。 このた めに は,高 度 な情報通信 システ ムを全

国に展開す ることに より,地 方 が情報 の集積機能 を持つ必要があ る。 ま

た,地 方の各都市が,東 京の情 報に よる一方的な支配下におかれ ること

を防止 し,独 自の特性を生か して経済面,文 化面,研 究 開発面等で情 報

発信基地 とな ってゆ く必要があ る。

(地方分散が進む 国際会議 の開催)

国際会議は,そ の場 で各種 の情報が創造 され るとともに,内 外か らの

多数の参加者を通 して,そ の情報が世界中に伝 えられ るため,独 自情報

の創造 とい う意味で重要 である。

日本 におけ る国際会議 の開催件数は,52年 の251件 か ら61年 には514

件 と,こ の10年 間で2倍 以上 に増加 してい る。

開催 件数 の推移を都市別 にみる と,52年 は,東 京が178件 と全 国の70

%以 上を占めていたが,61年 になると,東 京 での開催 は139件 で,全 体

の30%以 下 となった(第3-3-8図 参照)。 これ は,依 然,全 国 で 第

一位 ではあ るが,相 対的地位は低下 してお り,国 際会議 の開催の全国分

散が進行 している ことが分か る。 これは,地 方都市 の会議施設の建設 が

進 んだ こと,及 び地方都市に よる積極的 な誘 致に よる ものと思われ る。

また,61年 には,輪 島におけ る 「漆文化 フォーラム」,有 田にお け る

「有 田国際 ファイ ンセ ラミックシンポジ ウム」等地域特性 を生か した国

際会議 も開催 され,地 域 の独 自情報の発信に寄与 してい る。

(研究開発機 関の立地)

産業 の各分野で先端技術 の利用 が進む につれ て,そ れ を生み出す研究

開発が重視 され る。地域におけ る研究開発機能は,地 域産業が持つ技術

力に差異を もた らす と同時 に,地 域独 自の情報 の創造を も可能 とす る。

研究所 の地域別立 地件数 を見 ると,東 京 は78件 で,全 国に占め る割合

は16.1%で ある ものの,東 京 圏(東 京,神 奈川,埼 玉,千 葉及 び茨城)
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第3-3-8図 国際会議の都市別開催件数 の推移
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全体 でみた場合,全 国 の51.5%を 占めてお り,必 ず しも地方分散化 は,

進行 していな い(第3-3-9図 参照)。 しか し,建 設 省の 調査 に よる

と,「 研究開発」部門を東京に立地す る必要性 は,5.2%と 希薄 であ り,

地方進 出が可能な部門 とな ってい る。

したが って,今 後,研 究機関の積極的 な地方へ の展開,あ るいは地方

に よる誘致が期待 され てい る。

ウ 地方におけ る情報化

地域の活性化を図 るため,各 地域 独 自の特 性を生 か した新 規事 業の育
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第3-3-9図 地域別研究所立地件数
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「昭和62年 地域経済 レポー ト」(経済企画庁)に より作成

成や独創的な研究開発,文 化的事業の開催等,情 報の創造を基礎 とした

新しい展開が重要である。

有益な情報の多 くは,抽 象的な思考ではなく,人 との触れ合いを通 じ

た試行錯誤の過程で創造されることから,情 報,人 の集積を利用 した新

規事業育成のための場を,各 地域に創出 してい くことが重要である。ま

た,こ れを情報通信面からサポー トする意味で,地 域に高度の情報通信

機能を集中的に整備,情 報創造の場 として人的交流施設の充実を図る必

要がある。 したがって,こ の施設で創造 された情報が円滑に流通するシ
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ステムを作 る と同時に,継 続 的に情報通信 コス トの低減化 を図る必要が

ある。

2均 衡ある地域の情報化のために

以上み てきた ように,我 が国の情報化 は,東 京 の圧倒 的な主導 と影響

力の下 に進 んできてい る。情報の集積 それ 自体 が,情 報の利用価値を高

め,新 しい情報創造を更に生み出す とい う特 性にかんがみれば,今 後 と

も情報化におけ る東京の重要性は揺 るがないであろ う。

しか しなが ら,各 地方が,単 な る東京 の コピーあ るいは一方的な受け

身 に立た ないためには,東 京 との情報格 差の是正,と りわけ,地 方 自ら

の情報 の創造に より,各 地方が 自立す る必要があ る。

(1)高 度情報通信網の整備

デ ータ通信網や光 フ ァイバ ケーブル等 の高度情報通信網 の整備は,航

空,高 速道路等 の高速交通網 の整備 とあ いまって,全 国的 な情報通信交

流を一層促進す る基盤 となる。

データ通信網や フ ァクシ ミ リ通信網等 の整備 は,前 述 の とお り,企 業

や工 場 の地方進出に寄与 して,そ の地域 の発展 に貢献 し得 る も の で あ

る。

我が 国では,通 信 に限 らず,東 京を中心 とした放射線状型 のネ ッ トワ

ー クが構築 され る ことが多 い。地方 の情報 を全 国に 伝達 す る 場合,放

送,新 聞等 のマス ・メデ ィアに典型的 にみ られ る よ うに,一 度 は東京に

集 め られ,東 京 を経 由 して行われ る。

かつ ては,各 地方 の情報 は,一 旦そ のブ 戸ックの中枢都市 に集積 し,

その後東京等全 国に伝達 され る例が多か った。特に,西 日本 に つ い て

は,大 阪がいわ ば西 日本全体 の中心 と して の 機能を有 していた。 しか

し,高 度経済成長 の過程に おいて,情 報通信網 あ る い は 高度情報通信
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網が徐 々に整備 され るにつれて,東 京 と各地域が直結 され るよ うになっ

た。

これは各地域か らみれば,東 京 とダイ レクトに結 び付 くことに よ り,

より一層効率 的に情報 の収集,伝 達 を行 い,我 が国全体 の変化に一層即

応 し得 ることを意味す るものである。

今後,社 会経済 の変動が よ り一層激 しく,か つ複雑にな り,さ らに国

際的影響 が高 ま るにつれ,東 京 とダイ レク トに結 び付 く必要性は,各 地

方が発 展す るた めに一層大 き くなるであ ろ う。

したが って,こ れを効率 的にかつ低 コス トで可能 にす る高度情 報通信

網 の整備が,従 来に も増 して必要 となる。

(2)ブ ロック内情報通信 網の整備

全国的な高度情報通信網の整備 ・充実に よ り,各 地域が全国 とつなが

り,全 国を対 象 とした情報活動や経済活動が可能 となるが,我 が国にお

いては,こ ういった全国 レベルの活動 とは相対的に,九 州,中 国,四 国

等 のいわゆるブ ロック圏での活動が行われてい る。

企業や行政 の分野においては,こ れ らブロック単位 で活動が行われ る

ことが多い。 したが って,こ のブ ロック圏内での社会活動や経済 活動 の

発展は,当 該 ブ ロック圏内のみ な らず,我 が国全体 の社会経 済の発展に

も必要である。

そのため,情 報通信網に関 して も,こ の ブロ ックを単位 と した情報通

信網を整備す ることが重要 である。例えば,NHKで は,い わゆ る管轄

放送局を置 いて,ブ ロ ックごとの情報を収集 ・整理 し,そ の ブロック内

に伝達 している。 また,新 聞につ いては,い わ ゆる三大 ブロ ック紙が,

北海道,中 部,九 州 で各々の ブロックの情報活動 において,同 じような

役割を果た している。

これ らの メデ ィアに限 らず,様 々な分野,手 法 で,ブ 戸ック圏 内の情
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報 の交流が促進 されれば,当 該 ブロ ック圏の独 自性 の発揮 につなが るで

あ ろ う。 この観点か らも,ブ ロ ック内の情報通信 網の一層 の整備 ・充実

が望 まれ る。 また,様 々な局面 での交流 の可能性 を拡大す るために,各

ブ ロック相互間の情報通 信網の整備 ・充実が必要 となろ う。

(3)情 報通信 拠点の整 備

地域の情 報化を図 るた めには,情 報通信網 の整備 とともに,地 域 にお

け る情報通信拠点 を整備す る必要が ある。郵政省 では,こ の観点 か ら種

々の施策を策定 ・推進 している。

テ レトピアモデル都市 においては,本 章2節 で詳述 の とお り,各 種の

ニ ューメデ ィアを先行的 に導入す る ことに よ り,当 該地域 の情報化を推

進 し,か つ,二 晶一 メデ ィア普及 の全国的拠点 となる ことが期待 されて

い る。 また,各 種 システムの実用的運用を通 じて,地 域社会 に及ぼす効

果や影響,問 題点 を的確 に把握す る ことに よ り,地 域社会 の高度情報社

会 へ の円滑 な移行 を図る こととしている。

また,高 度 な電気通信 システムを運用す る た め の セ ンター機能を も

ち,か つ地域 の住民,企 業等が最新 の電気通信 システムを実際に体験 し,

活用す るため の拠点施設 であ るテ レコムプ ラザ の整備 ・促進を行 うこと

に より,地 域交流拠点が形成 され,新 た な情報 の創造が可能 とな る。

一方 ,電 気通信分野の研究開発拠点 の視点か ら,電 気通信 のすそ野を

人 的,面 的に拡大 してい くため の中核 施設 と して,各 種 の研究施設 と企

業等 を複合化 した テ レコム ・リサ ーチパ ークの整 備が必要 であ る。

また,国 際化等に対応 す るため,テ レポ ー ト計画 を推進 して,高 度な

都市機能又は港湾機 能を有す る情報通信基盤 を整備 し,24時 間稼動の国

際 ビジネス拠 点の建 設を進 め ることとしてい る(第3-3-10図 参照)。

以上 の ような各種施策を積極 的に推進 してい くことに よ り,各 地域の

情報発信能力を高め,そ れ らの独 自情報 を,高 度 に整備 された情報通信
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網を利用 して,ブ ロック圏内,あ るいは全国に向けて発信す ることで,

地域の情報化 は進展 し,ひ いては,地 域経済の発展 が可能 となると思わ

れ る。

(4)地 方 におけ る人材 の育成

情報通信活動を実際に行 い,社 会経済活動を発展 させ るのは,あ くま

で人材 である。

いかなるハー ドウェア も,そ れ 自体では技 術的可能性を提供す るにす

ぎず,人 に使用 されて初 めて価値を生み出す 。 この意味 で人材 こそが情

報活動の要 である。

高度情報社会におけ る国民 の情報活用能 力のか ん養 の重要性について

は,第2章 で述べた ところである。今後,各 地域が情報化 の進む 中で,

その独 自性を確保す るためには,市 民 とい う草 の根 レベル の情報活用能

力の向上 のみ ならず,企 業 な り行政部 門において,実 際に経済活動を行

う分野 で高度 な情報活用能力を もった専門家を育成 し,そ の人材 が地域

に定住 し得 ることが重要 である。

これ は,今 日,工 場,事 務所,官 庁等の諸分野 で,そ の高度な情報通

信網を使 いこな し,自 ら情報を生み出 して,さ らに,そ の地域の生産物

を全国に送 り出す ことに よ り,地 域経済の 自立化を進め るためには,こ

れ ら専 門家が必要不 可欠 であるか らであ る。

この観点において,各 地方 では,そ の実状 に応 じた人材 の育成 に取 り

組んでい く必要があ る。

(5)地 域の独 自性 を求め て

東京か ら地域へ通ず る道 は,ま た地域か ら東京へ通ず る道 であ る。

東京 を利活用す ることは各地域に とって必要不可欠 であ るが,そ れ だ

けでは各地域 はその独 自性 を発揮 し得ず,い わば東京 とい う巨大都市 の

傘の下 で他動的 に生 きることにな りかね ない。
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テ レビジ ョン放 送は,我 が国 の情報化の推進に大 き く寄与 し,東 京に

対す るア クセス,あ るいは東京 と同一の情報 の入手 を可能 にす る とい う

意味において,重 要な役 割をはた してい る。 しか し,本 章第1節 でみた

よ うに,そ の番組内容が圧倒的 に東京か ら供給 され てい るとお り,東 京

の地方 に対す る影響力を決定的 に してい る。

また,各 観光都市が 自ら 「小京都」 と形容 した り,各 繁華街 が「銀座」

の ミニチ ュア版 の形成に とどまっていては,地 域 の独 自性は確立 し得 な

い。

各地域が単独 でいわば閉鎖的に経済 な り文化を維持 し発展 す る こ と

は,今 日,不 可能 であ り,全 国さ らに は世界を相手 とした経済活動 な り

文化活動が必須 であることは論 を待た ない。

しか し,そ の前提 として,各 地域 での独 自の経済 活動な り文 化活動が

必要 であ り,こ の各地域 ごとの独 自の活動 と全国 レベルでの活動が並存

す ることに よって,各 地域は他動的な存在か ら真に各地域 のアイデ ンテ

ィテ ィーを持 った存在へ と飛躍 す ることが できる。

電気通信の分野 では,た とえぽ関西文化学術研究都市 で国際電気通信

基礎技術研究 所等が設立 され,視 聴覚機構,自 動翻 訳電話等 の研究を進

めている。 これは,情 報通信の基礎的 な研究が東京 への一極集中 ではな

く,地 方において各 々が情報発信の源 とな り得 るよ う進 めている もので

ある。 また,放 送等 においては,各 々の地域 の情報発 信能 力を高め,各

地域 の独 自性を一層 出す よう自局番組編成比率を高め ることが求め られ

ている。 さらに,郵 便の分野においては,ふ るさと小包が着実に増 加 し

ているが,こ れは,各 地域 の特産品等を郵便局 とい う全国ネ ッ トワーク

にのせ る ことに より,そ の地域 の独 自の経済 活動を全国に広 げている も

のである。

地域が情報通信の発信源 とな り,そ の地域 の独 自性の上 に経済的基盤
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を確i立す るためには,そ の地域の価値が全 国的 に,さ らには世界的 に通

用す るとい うローカル性 とコスモポ リタ ン性 を併せ もつ必要が ある。

その地域 だけ で完結す る情報通信 も必要 であ るが,そ れだけ では,社

会経済 活動 の狭 あい さか ら,そ の地域が大 き く発展す ることは,期 待 で

きない場合が多いであろ う。

情報通信,あ るいは情報通信網 は,東 京か ら地方への道 であ り,窓 口

であるとともに,地 域 か ら東京,さ らに全国への道 であ り,窓 であ る。

地域か ら東 京への道 を開 き,窓 を開 くのは,そ の地域 に住む人 々をお

いて,そ れ 以外 にはない。その地域の人 々の努力 と創造 に よ り,情 報通

信は,そ の本来 の機能 であ る双方向性を発揮す るであろ う。

国の各種 の情報格差 の是正,遠 距離料金 をは じめ とす る通信料金全般

の低廉化,情 報通信基盤の整備等 の施策 は,い わば,地 域 の 自立 と発展

のため の条件整備の一つ である。

(6)住 民の創意と工夫 の必要性

以上の ことを基礎 として,地 域 の住民,企 業等がそれぞれ の立 場にお

いて,自 らのアイデ ンテ ィテ ィーを発 揮 しなが ら,情 報を利用 し,創 造

す ることが我が国全体 と して,均 衡あ る地域 の情報化を推進す るための

最大 の要件 であ る。

これが可能 とな った とき,地 方 は,単 なる東京 の傘 の下 の存在 ではな

く,東 京か らの情 報を 自立的 に消化 し得 る こととな る。そ して,地 域か

ら東京へ,さ らには全国へ,ひ いては世界へ の情報源 としての道が開か

れ るであろ う。


